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I　訳者はしがき
　世界の保険関係の学者・弁護士・実務家を主要メンバーとする「国際保険法
会議」（Associa廿㎝Intemati㎝ale　de　Drcit　des　Assurances＝略称A　I　DA）の
第9回世界大会は昨年8月14日～18日にかけてオーストラリアのシドニーで關
催された。このA　I　DAの世界大会は4年に1度の割合で開催されることとさ
れており，私自身も1982（昭和57）年にロンドンで開催の第6回世界大会に日
本保険学会を代表して参加し，同大会の第1テーマであった「保険とサービス
提供者の責任」について報告し、かつ，同テーマのG㎝eral　Report（一般報告，
英国のコッカレル教授筆）を抄訳して『保険学雑誌』503号に掲載した。A　I
DAの世界大会は4年に1度開催の決まりで，今回が9回目ということはこれ
までに約36年の歴史を閲したことになる。A工DAには幾つかの作業部会があ
り，その一つに「自動車保険作業部会」がある。同部会の活動は以前からかな
り活発であるが，特にここ数年は世界各国の自動車事故と自動車保険の現状を
探るため，世界各国のA　I　DA支部に詳細なアンケート調査を行い，それでも
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足りない部分については作業部会が自ら必要な資料を収集するなどの努カの末
に，アンケート調査結果を集約した大部の著書（Moエ〃伽舳舳初伽W〃以
Study　carried　out　by　the　AIDA　Motor　Insurance　Working　Party，1994，603
pp．）を完成し，昨年夏にイタリアで刊行した。本稿は，同書の中核部分であ
る第2章「世界の強制自動車保険の一般的構造と機能」（アルモンド・チモロ
筆）を逐語訳したものである。世界の自動車事故と自動車保険の現状を知る上
でこれ程適切な資料はないと考えてのことである。関心を持たれる向きの参考
になれば誠に幸いである。
皿　アルモンド・チモロ筆『世界の強制自動車保険の一般的構造
　　と機能』
I　はしがき
1・1　自動車損害賠償責任保険についての本報告書は以下のものを含む。す
なわち，立法の状況，法律的原則，監督の特徴，各種責任準備金についての監
督規制，料率決定に関し採用されている基準，保険約款，損害率と損害の填補
に際し考慮される要素，事故抑止と安全対策のために採られている措置。
1・2　A　I　DAの下部機構である自動車保険作業部会が作成した質問表に含
まれる自動率保険についての49項目（1）の質問に対して世界のu3カ国（2〕から寄
せられた回答について徹底的な分析が行われた。
l1〕49の質間の内容を項目別に分類すると，以下の1O項目となる。1一強制自動車賠償責任保険と被
　保険自動車，2．外国からの自動車の運転者，3．要求される保険カバー，4．保障基金，5．主
　たる責任原則，6、営業・諮準備金についての国の監督・免許，7．料率：墓本保険料と付加，8．
　保険契絢とその法的譲渡，9、損害率と保険金支払，10、交通安全対策。
12）113カ国（地域）の内訳。ヨーロッパ：アルバニア，アンドーラ，アルメニア，オーストリア，
　ベルギー，ベラルーシュ，ブルガリア，クロアチア，キプロス，チェコ共和国，デンマーク，エス
　トニア，フインランド，フランス，グルジア，ドイツ，ギリシャ，ハンガリー，アイスランド，ア
　イルランド，イタリア，ラトピア，リヒテンシュタイン，リトアニア，ルクセンプルク，マケドこ
　ア，マルタ，モルドバ，モナコ，オランダ，ノルウェー，ポーランド，ポルトガル，ルーマニア，
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1・3　A　I　DA支部がある場合には各国のA　I　DA支部が，それ以外の場合
は弁護士や保険会杜が，それぞれの国の自動車保険に関する情報提供の面でこ
の調査に積極的に協力して頂いた。
1・4　これらの回答の整理と編集を担当されたAssi㎝razioniGenerali
Officeは，米国の自動車賠償責任保険の主たる特徴についての調査を担当して
下さった。この仕事は，米国の50州のそれぞれについて立法の現状を探るとい
う自主的な研究を基礎に行われた。この研究の緒果得られた成果は，その後，
米国の弁護士やシカゴ所在の法律事務所の協力でより完全なものとなった。
1・5　米含衆国における自動車保険は極めて多岐であるので一米国では各
州が独自の立法権を持っている一，また，上の調査は他の国々からの回答を
墓になされたものではないので，本報告書では別な1章をこれに当てることと
した。ただし，このことにより本報告書の統」性が乱されていない点を特に強
調しておきたい。
1・6　各問題ごとの要約は，図やグラフとともに，本報告書の理解を容易に
するために起草された。
1・7　この報告書中の各国からの回答を載せた部分は本報告書の心臓
（corpus　iuris）部分に当たる。これらの回答は原則として，我々がそれらの
ロシア，サン・マリノ，スロバキア共和国，スロベニア，スペイン，スウェーデン，スイス，トル
コ，ウクライナ，英国，バチカン，1日ユーゴスラビア（46カ国）。アジア：アゼルバイジャン，中
国，香港，インド，インドネシア，イラク，イスラエル，日本，ヨルダン，カザフスタン，キルギ
スタン・クウェイト・レバノン，マレーシア，オマーン，パキスタン，カタ』ル，サウジアラピア，
シンガポール，シリア，タジキスタン，台湾，トルクメニスタン，アラプ首長国遵邦，ウズベキス
タン，イエメン（26カ国）。アフリカ：アルジェリア，ベニン，ボッワナ，ブルキナ・ファソ．カ
メルーン，中央アフリカ共和国，チャド，コンユエジブト，ガポン，アイボリ・コースト、ケニ
ア，リビア，マリ，モ］リシャス，モロッコ，ナミピア，ニジェール，ナイジェリア，セネガル，
南アフリカ，スーダン，トーゴ，チュニジア，ジンパブエ（25労国）。アメリカ：アルゼンチン，
ポリビア，ブラジル，カナダ，チリ，コロンビア，コスタリカ，エクアドル，メキシコ，パナマ，
パラグアイ・ペルー，アメリカ含衆国、ペネズエラ（14カ国）。オセアニア：オーストラリア，
ニュージーランド（2カ国）。
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回答を受理したときの状態のままに維持されている。ただ，これらのデータの
集約の作業を担当した上記のOfficeが，回答の精粗の差を整理するため一定
の修正を加えたことも付言しておかなければならない。また，参加国から提供
されたデータが我々が入手を希望した1992年のものでない場合，上記のOffice
が自ら必要な資料を他の方面から入手して数字を補正した場合もある。
U　強制自動車賠償責任保険と被保険自動車
2・1　自動車損害賠償責任保険は今や89カ国で強制されているが，24カ国で
は未だ強制されていない。強制保険は概して，1950－60年代のカープームと
1959年に署名されたストラスブール協定（Strasbourg　Conv㎝tion）の結果とし
て，西および中央ヨーロッパで強制化されたといえる。アフリカの諸国，アジ
アの多くの国一日本は1955年に自動車保険をアジアで最初に強制化した一
およびアメリカ大陸とオセアニアの幾つかの国で自動車保険が強制化されたの
もこの時期である。
2・2　新たに独立した旧ソ連邦所属の共和国のほとんど，中国およびアラブ
の限られた国，ならびにラテンアメリカの約半数の国，米国の8つの州におい
て自動車保険は未だ強制化されていない。にも拘らず，これらの国々において
も自動軍保険を強制化するという傾向は益々顕著になりつつある。
2・3　旧ソビエト連邦に関しては，エストニア（3）とモルドバ（4〕（Mo1dova）
が1993年10月1日と！994年1月ユ日からそれぞれ自動車保険を強制化した。他
方，ラトビア｛5〕は強制化の法案を承認する寸前だし，ウクライナでは自動車保
険の強制化案が準備されつつある。アルバニア（6〕は1993年1月1日から強制白
（3〕エストニア三バルト海に臨む旧ソ連郊溝成共和国の一つ。人口145万人。
14〕モルドバ三旧ソ連邦構成共和国の一つ。人口391万人。
15〕ラトビア＝バルト海に臨む共和国で，旧ソ連邦構成共和国の一つ。人口253万ん
t6）アルバニア＝バルカン半島の1日ユーゴスラピアとギリシャの中間にある共和国。人口262万入。
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動車保険を導入した。
2・4　中国では自動車保険はまだ強制化されていないが，当局は市民に自動
車を購入したときは常に自動車保険に入るよう奨励している。中国ではこのよ
うな当局による付保の奨励は拘東力あるものと理解されており，そのことは自
動車賠償責任保険の幅広い普及という事実からも窺うことができる。
2・5　アラブ諸国の中では，エジプトが1955年に強制自動車保険制度を導入
し，他の地中海沿岸のアラブ諸国も！960年代から70年代にかけて強制化に踏み
切り，イラクは1981年に，ヨルダンはユ985年に強制化し，アラビヤ湾岸の諸国
もすでに強制化している。現在までに未だ強制化していないのはサウジアラビ
ア，レバノンおよびイエメンーこの国は内戦前は強制化のための法案を準備
していた一だけである。
2・6　アフリカ諸国でも自動車保険は強制化されている。フランス語圏に属
するアフリカ諸国が共通の保険市場の創設を目指してC．I．M．A．（保険
市場についてのアフリカ諸国会議）という協定に1992年に署名した。この協定
は問もなくフランス・フラン圏に属するほとんどのメンバー国により実施に移
され，それら諸国は目下フランス流の強制化法案を採択しつつある。行われよ
うとしている改革の多くは保険金支払問題に集中している。これらの諸国のう
ちの12カ国（ベニン（7〕，ブルキナ・ファソ（8〕，カメルーン，中央アフリカ共和
国，チャド，コンゴ，ガボン，アイボリ・コースト，マリ，ニジェール，セネ
ガル，トーゴ）について我々は彼らの最近の保険立法について一定の情報を集
めた。
2・7　ラテンアメリカの状況は一層統一に欠ける。自動車賠償責任保険をす
17〕ベニン三アフリカ西部，ギニア湾に臨む共和国。もとはFr昔mh　West　Afric目の一都であったが，
　ユ960年に独立。人口329万人。
18〕プルキナ・ファソ＝アフリカの北酉部に位置し，1897年にフランスの保護領となったが，ユ960年
　にフランス共同体内の共和国として独立。人口は965万ん
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でに全土で強制化した国がある（ブラジル，チリ，コスタリカ，ベネズエラ）
反面，特定の地域または特定の軍種に隈って強制保険を導入した国もある。ア
ルゼンチンでは，1992年に連邦法が採択されたため首都についてのみ強制保険
が実施された。その後同法は地方政府により自主的に採択されることになって
いるが，これらの地方政府はすでに部分的に自動軍保険を強制化している。メ
キシコでは，連邦首都とプエブラ（Pueb1a），モントレー（Monterrey）および
シナロア（Sinaloa）の3州で（タクシーを含む公共交通機関とオートバイに
つき）自動車保険が強制化されている。自動車賠償貢任保険が部分的にのみ強
制化されるという同じやり方は，以下の藷国でも見られる。すなわちボリビア
では，自動箪の強制保険は外交官の車についてのみ実施され，またコロンビア
では外車運搬車（9〕，スクールバスおよびアンデス地方を走る国際観光バスや燃
料運搬車について自動軍保険の付保が強制化され，さらにペルーでは公共輸送
に携わる軍両についてのみ自動車保険の強制化が行われている。
2・8　米国では，保険の状況はまさに複雑である（前述のごとく，我々はそ
のため米国について特別に1章を割り当てることにした）。しかし，次のこと
は指摘しておくべきであろう。すなわち，自動車保険が未だ強制化されていな
い州でも，強制保険が数種の車両にしか適用がないという州でも，強制が一般
的である「賠償資力法」制度（“丘mncial　responsibi1itヅsystem）が運転者に
とり保険加入への強力なインセンティブとして働いているという事実である。
賠償資力法は事実，ドライバーがひとたび事故に巻き込まれるや，非常に高額
の保証金（CautiOnS）の供託をその者に義務付けている。
2・9　すべての国で保険は車単位に締結されるが，運転免許証上の保証（a
guar置ntee　on　the　driving　licence）でこれに代替させることは許されない。ナイ
ジェリアでも保険は車両単位で適用を見るが，売買用白動章保険（Motor
19）士r棚1ti㎎fO肥jg”e肋deSを便宜的に「外箪運掻箪」と訳した口
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Trade　Policies）の場合は別で，この場合には記名ドライバー単位またはナン
バー・プレート単位が採用されている。
2・10強制保険は原則としてすべての車両をカバーするが，公用車（デン
マーク，ギリシャ，オーストリア　　ただし同国では，連邦所有と住民が5万
人を超える自治体所有の車は適用を免除されている一，エストニア，フィン
ランド，マルタo◎，モナコ，トルコ，ナイジェリアの場合），トロリーバス
（チェコとスロバキアの両共和国），トラクターと農耕用車両（ポルトガル，
マルタ，旧ユーコスラビア）およびその車の最高速度が時速6キロ（ドイッ），
10キロ（オーストリアとノルウェー）または15キロ（エストニア），さらには
35キロ（ルクセンブつレク）を超えないものは除かれている。
2・11すべての国（ただし，マケドニア，モルドバ，ルーマニアは例外）で
オートバイも強制付保の対象である。
2・12　トレイラー（被牽引箪）によって引き起こされる事故は走行中の事故
であるかぎり，牽引車の強制保険でカバーされる。これに対し，以下の国では，
「静的危険」（“static　risks”），すなわち「いたずら」，構造上の欠陥，メンテ
ナンス不良などにより生じる損害をカバーしてもらうには別の保険の締結を必
要とする。すなわちベルギー，ドイッ，イタリア（その延長として，サン・マ
リノ（1力とバチカン市国），、ルクセンブルク，アルバニア，オーストリア，フィ
ンランド，ハンガリー，ポーランド，ルーマニア，ロシア、（および未だ自動車
保険を強制化していない旧ソビエト連邦所属の各共和国），スロベニア，中国，
イスラエル，カナダ（牽引車と被牽引軍の所有者が異なる場合のみ）とオース
トラリア（ビクトリア州のみ）の諸国がそれである。
虹⑪　マルタ＝シシリー島とアフリカの闘にあるマルタ島とその近接の2小島からなる英違邦内の独立
　国。もと英国の植民地で海軍根拠地であったが，1964年に独立」。人口33万人凸
租1〕サン・マリノ＝イタリア半鳥の東部にある世界最小の共和国むヨーロッパ最古の独立国宙人口2
　万人。
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2・13手元の資料によると，16カ国でモーターボートとヨットを強制保険の
対象としている。イタリアでは同じ自動車保険法が，重量が25トンを超えず
（私用の場合は50トンを超えない），かつ3馬力以上のエンジンを備えた船舶
にも適用される。ルクセンブルク，ブルガリア，アイスランド，マルタ，スイ
ス，香港，インド，イスラエル，オマーン，パキスタン，チュニジア，モーリ
シャス⑫，ブラジル，コロンピア，ベネズエラには別の法律がある。
2・14各国の遣路交通量を評価するための調査は，1992年末の登録台数の
データを集めることから始められた。これらのデータを，その国の人口との比
率で表すことで相互に比較した。しかし，幾つかの国では入手できた数値が
1992年以前のものであった。そこで，それらの国については資料を入手できた
年の人口との対比で比較を行った。その結果，サン・マリノ，アンドーラ（13
（Andorra），ニュージーランド，モナコ，リヒテンシュタイン，カナダ，ル
クセンブルク，アイスランド，イタリア，スウェーデン，フランス，オースト
ラリア，オーストリア，ノルウェー，マルタ，フインランドおよび日本では，
車の対人口比が50％を超えることが分かった（スイスとベルギーで50％を僅か
に割り込んでいるが）。このことは，これらの国では人口の2人に1人が自動
車を保有していることを意味する。サン・マリノでは，人口より車の台数の方
が多い。ドイッとオランダでは人口2．1人に1台の割合で自動車が保有されて
いる。スペインは2．2人に1台。チェコ共和国，英国，キプロスでは213人に1
台。スロベニアでは2．5入に！台。デンマークでは2．7人に1台。アイルランド
は3．ユ人に1台。ポーランド，ハンガリー，スロバキア共和国は3．4人に1台。
ブルガリアは3，5人にユ台。レバノン，ギリシャ，ポルトガル，南アフリカ，
○勿　モーリシャスニマダガスカル島の東方，インド洋にある火山島。英違邦内の独立国。人口89万人。
㈱　アンドーラ＝フランスとスペインの間，ピレネー山脈中にあるフランス・スペイン共同保護下の
　公国。人口2万人。
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クロアチアおよびイスラエルは，4人に1人が車を保有し，モーリシャスとナ
ミビアでは5人に1人が。マレーシア，シンガポール，ブラジルでは6人に1
人が。台湾では8人に1人が。コスタリカ，アルゼンチン，ルーマニア，ボツ
ワナでは9人にユ人が。モルドバでは10人に1人が。パナマ，メキシコ，カ
タールでは11人に1人が。コロンビアとイエメンでは18人に1人が。インドネ
シアでは21人に1人が。トルコとモロッコでは25人に1人が。ペルーでは32人
に1人が。アルバニアとロシアでは34人に1人が。ラトビアとオマーンでは37
人に1人が車を所有している。以上以外の国からは登録台数についての惰報提
供がなかった（14．
2・15検討を加えた国々で走行中の車のほとんどはキチンと保険に入ってい
る。無保険車の割合は通常は知られていない。ベルギー，デンマーク，フラン
ス，ドイツ，オランダ，フィンランド，スウェーデン，インド，ジンバブエで
の無保険車の割合は約1％である。スペイン，ハンガリー，ノルウェー，カナ
ダ，オーストラリアでは2％から5％。ギリシャ，アイルランド，英国，日
本㈹，オマーン，パキスタン，モロッコでは6％から10％。クロアチアとスロ
ベニアは18％。ナミビアとコスタリカは20％。マルタは22．14％。アルバニア，
トルコ，レバノン，ボリビアは30％。ロシア，インドネシア，アルゼンチン，
ブラジル，コロンビア，メキシコ，パナマ，パラグアイは40％。この調査の結
果，無保険車の割合は，自動車保険が強制化されているにも拘らず，フラン
ス・フラン通用圏に属するアフリカ諸国で極めて高いことが判明した。
㈱　世界各国の車の普及状況（1992年現在）をグラフ化したものがA　I　D　Aがユ994年夏に発行した
　r世界の自動車保険』（以下『世界の自動箪保劇として引用）のp，417に載っているので，これを
　翻訳して「付表一1」として本稿の末尾に載せてある竈
蝸　日本が無保険車率6％一C％のところに入れられているが，これはA　I　DAからの「無保険車の
　割合は？」と言う質聞に対して，わが国が「強制保険は約6％，任意の対人が約20％，同対物が約
　30％」と回答した繕果である（r世界の自動車保険』p．141参照）。
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I皿外国からの自動車
3・1　すべての国で，自動車の強制保険は外国から来た市民にも適用がある。
ただし，ブルガリア，オマーン，ナミビア，チリ，ペルーの諸国は異なる。ラ
トビア，ボリビア，メキシコ，パラグアイの諾国には強制保険制度はないが，
法律は，海外から入国する自動車所有者は賠償責任保険に加入していなければ
ならないと規定している。
3・2　法律で定められた諸権利は一般に外国人に対するのと自国民に対する
のとで差はない。ただし，イタリア，オーストリア，フインランド，トルコで
は，互恵主義の原則の適用がある。旧ユーゴスラビア，アルジェリア，モロッ
コでも，保障基金に保障金の支払請求が外国人から出された場合には同じ原則
が適用を見る。香港とサウジアラビアでは，自国民の事故犠牲者に認められて
いる権利が外国人には認められていない。
3・3　国際保険加入証明書（international　insurance　certificate）（ヨーロッ
パのほとんどすべての国ではグリーン・カード。最恵国通商地域に属する20の
アフリカ藷国の場合はイエロー・カード。アラブ諸国の場合はオレンジ・カー
ド。ECOWASに属するアフリカ諾国はブラウン・カード。北米諸国の場合
はイエローおよびピンク・カード）を所持しない外国人は，他国との国境到達
時に入国を希望する国の陸運局，自動車クラブまたはその国の保険会杜から，
短期間有効な「入国時購入保険」（frontier　insurance）を入手できる。欧州連
合内では，同連合参加国の市民は「国際保険加入証明書」の所持を要求されな
い。なぜなら自国で購入した保険が連合内の他のすべての国でも当然に有効だ
からである。同種の手当てはEU（欧州連合）のみならず，スカンジナビア諸
国，チェコ・スロバキア両共和国でもなされている。同様な方法は，最恵国通
商地域およびE　C　OWA　S所属のアフリカ諸国にも存在する。スカンジナビア
諸国については，スカンジナビア3国の内の1つの国境で入手した「入国時購
入保険」が他の2国についても有効である。最近の「北米自由貿易地域」（N
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AFTA）の創設は，同協定加盟国市．民の自由な往来に対するすべての障害を
除去することとなろう。現在までのところ，米国とカナダの市民はメキシコヘ
の入国に際し依然，短期間有効な自動車賠償責任保険ρ購入を余儀なくされて
いる。南米では，協定の結果，国際観光旅行を試みようとする乗客と自動車運
送業者は自動車賠償責任保険の入手が必要とされている。香港では，レンタ
カーには保険カバーが付いていることが必要である。
lV　必要な保険カバー
4・1　強制自動車保険が人損と共に物損をカバーするのはヨーロッパのほと
んどの国に共通している。これヒこ対しアンケートに回答を寄せた国々の内以下
の藷国では強制保険の対象を人損のみに限っている。即ち，香港，インドネシ
ア，イスラエル，日本，マレーシア，シンガポール，ボツワナ，エジプト，ケ
ニア，リビア，ナイジェリア，南アフリカ，ジンバブエ，アルゼンチン，ブラ
ジル，チリ，コスタリカ，オーストラリア，ニュージーランドの諾国がそうで
ある。イタリアでは一一他国と同様に　　モ　ターポートについての強制保険
は人損のみをカバーする。．
4・2　強制保険の最低付保必要額についての規制は国により非常な差がある。
4・3　人損について，以下の国では限度額がなへぐルギー，フランス，ア
イルランド，ルクセンブルク，英国，ブルガリア，．チ干コ共和国，フィンヲン
ド，ハンガリー，マルタ，モルドバ，ノルウェニ，ルーマニア，スロバキア共
和国，香港，インド，イラク，イスラエル，クウェイト，マレーシア，オマー
ン，パキスタン，．カタール，シ、！ガポール，シリア，アラプ首長国連邦，凸アル
ジェリア，エジプト，ケニア、リビア，モロッコ，ナイジェリア，南アフリカ，
スーダン貝ジンバブエ，オーストラリ7，ニュージーラヤド。そのほ牟，ス
ウェーデンは責任保険の最低付保額が3，600万米ドル（約36億円。1米ドルニ
100円として換算。以下同じ。）ゆえ，実質的には無制限といってよい。さらに
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デンマークも最低付保額が1，057万876米ドル（約10億円）ゆえ，この場合も無
制限といえる。他方，最低はエストニアで，その最低付保額は109米ドル（約
1万円）である。この最後の国エストニアは，必要とされる最低付保額の点で
特異な性格を有する。なぜならこの国では，人損に対する最低付保額が物損の
それよりも低いからである㈱。
4・4　物損に関し，以下の国では強制保険のカバーにまったく上限がない。
ベルギー，ルクセンプルク，ブルガリア，チェッコ共和国，ハンガリー，スロ
バキア共和国，インド，イラク，パキスタン，カタール，シリア，アラブ首長
国連邦，アルジェリア，モロッコ，スウェーデン（スウェーデンでは，物損に
対する最低付保必要額は人損に対するのと同額一3，600万米ドル＝約36億円
一である）。他の国々はこれより低い額を定めている。スイスの203万1，145
米ドル（約2億円）から，ルーマニアの77米ドル（約7，700円）まで㈹。
4・5　しかし，物損に対する保険カバーについて上限額を定めていない国で
も，中には法律により一定の場合につき上限額を定めているものがある。例え
ば，火災と爆発による損害についてベルギーとルクセンブルクでは上限額を
（5，900万フラン＝約140万米ドル＝約1億4，000万円），モロッコでは（約25万
米ドル＝約2，500万円）と定めている。他方，チェコとスロバキア両共和国で
は付保必要額が，宝石類と芸術的・歴史的・収集的価値のあるものについて約
170米ドル（約17，000円）という具合である。
4・6　強制保険のカバーの範囲に乗客を含めるか否かの問題に関し，各国の
A　I　DA支部は肯定的回答を寄せた。ただし，以下の諸国は例外。ギリシャ，
ブルガリア，チェコ共和国，スロバキア共和国，インド，インドネシア，パキ
闘　『世界の白動箪保険1（上掲）p．424に，世界各国の人損に対する賠償責任保険の最低付保必要額
　がグラフ化されて載っているので，要点を翻訳して，本稿の末尾に「付表一2」として掲載した。
位カ世界各国の物損に対する損害賭償責任保険の最低付保必要額がグラフ化されて上掲の泄界の自
　動車保険j　p425に載っている。本稿では同グラフを本稿末尾に「付表一3」として掲載した。
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スタン，サウジアラビア，リビア，チュニジア，ジンバブエ。オマーンとスー
ダンでは自動車の強制保険が車の乗客をもカバーするよう要求しており，この
ようなことは自動車賠償責任保険が強制化されていない国にあっても珍しいこ
とではない。メキシコとパラグアイでは強制保険制度がないにも拘らず，乗客
への保険カバーは強制的である。幾つかの国では，強制保険で免責とされる人
のリストを列記している。ルクセンブルク，トルコ，クウェイト，エジプト，
モロッコでは，被保険者の親族（relatiVeS）は免責である。イタリアとスイス
では親族は損保されるが，人損の場合に限られる。日本では，身元が運転者に
知られていない乗客は免責であ糺例えば，好意でたまたま乗せた場合などで
ある蝸。ケニアとベネズエラでは，強制保険は労働目的で乗車中の乗客に限り
填補するとし，この点の証明はもちろん労働協約によるとされる。ヨルダンで
は，自動車の所有者により雇用されている人は強制保険の対象から外される
（ヨルダンでは，運転者の家族も免責である）。この点はシリア（シリアでは，
車の所有者の親族も免責である）やアラブ首長国違邦（これらの国ではドライ
バーの家族も免責である）も同様である。乗客への保険カバーに関しては，モ
ナコがすでに早く1935年に公共輸送車両につき強制保険を導入している。
V　保障基金
5・1　保障基金または自動車事故被害者救済のための類似制度は，アンケー
トに回答を寄せた国のほとんどで実施されている。ほとんどの場合，「基金」
についての規定は強制保険の導入を規定したのと同じ法偉中に規定されている。
胸　日本についてのこの記述は，「桑客に対する賠償責任も付保する必要がありますか？」とのA　I
　DAの質問に対し日本が，「その桑害が自動箪損害賭償保障法3条にいう『第三者」と認定された
　ときは保険によりカバーされる」（Wh㎝the　passe峨rs　are目c㎞owkdged　to　be　third　p囲rties　by　the
　Automobi1e　Llabi1吋Seo口rity　L副w（ar亡3〕、tbey　a舵covered上掲書p、ユ83）と回答したのを，A　I
　DAの自動車保険作業都会が文意を十分把握できなかったために生じた誤解と考えられる。
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保障墓金は，交通事故が礫き逃げ車または無保険軍によって引き起こされた場
合，もしくは保険者が倒産した場合に救済に当た私強制保険が実施されてい
るにも拘らず，ブルガリア，チェコ共和国，マケドニア，ルーマニア（同国で
は1994年に保障基金が創設されるはずである），インド，ケニア（同国では，
法律に規定があるにも拘らず，保障基金は未だ設立されていない），ジンバブ
エ，マグレブ蝸地域以外のアラブ諸国，ブラジルを除くラテンアメリカには保
障基金がない。自動車保険が強制化されていない国々も同様である。
5・2　保障基金は，その目的と手続き面ではどこの国でもほぼ同じ機能を果
たしており，その財源調達方法もほぼ同様である。基金は一般に，強制保険の
保険料から一定パーセントを控除する方法で必要資金を賄うか，オーストラリ
ア（クイーンズランド州）のように車の毎年の登録更新時に支払う賦課金
（contribution）で賄われている。
5・3　保障基金は幾つかの国で同じ目的を持つ他の機関で代替されている。
例えばアイルランドや香港ではそれらの国の自動車保険者協会（Motor　In－
surers　Bureau）によって。日本では，国の「賠償保障計画」によっLスロ
バキァ共和国とインドネシアでは，国営の保険会社によって。イラクの場合は
国家機関によって。ブラジルは保険者連合（inSurerS　ConSortium）によって。
オーストラリアでは，政府基金によって。ニュージーランドでは，損害賠償を
扱う政府機関によって。最後に，クロアチア，スロベニア，旧ユーゴスラビア
では，保険会社が運営に当たる基金が本来の保障基金の機能を代替している。
5・壬　すべての国で，保障基金は強制保険の機能を最低限度で代行するにす
ぎないが，その運営方法は異なる。例えば，櫟き逃げ卓の事故と無保険車の事
故とでは区別が必要である。
5・5　櫟き逃げ車による事故の場合，保障基金は以下の国では人身損害のみ
⑲　マグレプーアフリカの北西部，地中海沿岸の一地方。モロッコ・アルジェリア・チュニジァの三
　国にまたがる。
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をカバーする。すなわち，ベルギー，デンマーク，フランス，ドイツ，アイル
ランド，イタリア（イタリアでは，死亡するか，労働不能が90日以上続くか，
事故の結果20％以上の後遺障害が残る場合に追加的限度額がある），ルクセン
ブルク（ただし，16万6，611米ドルー約1，660万円　　という支給隈度額があ
る），ボルトガル，アルバニア（同国には225米ドルー約2万2，500円一と
いう手当て（allOWanCe）がある），クロアチア，フインランド，ハンガリー，
アイスランド，モルドバ，ノルウェー（同国では保障は物損にも及ぶ），ポー
ランド，スロベニア，トルコ，旧ユーゴスラビア（外国人に関しては，その者
の母国がユーゴ人に対し同種の救済措置を設けていることが条件），香港，イ
ラク，イスラエル，日本，ナイジェリア，チュニジア，ブラジル，コロンビァ，
オーストラリア，ニュージーランド。その他の国では保障基金は人損と共に物
損をもカバーする。ただし，アイルランドにはユ1万3，160米ドル（約1，130万
円）という上限がある。
5・6　無保険車の場合，保障基金は通常，人損と物損の両者をカバーする。
ただし，ルクセンブルク，香港，イスラエル，日本，チュニジア，コロンビア，
オーストラリア，ニュージーランドは例外で，これらの国では保障基金は人損
についてのみ保障する。ベルギーは，物損の場合，278米ドル（約2万7，800
円）を超える損害部分についてのみ保障する。
5・7　オランダでは，双方の場合（櫟き逃げと無保険）に，155米ドル（約
1万5，500円）を超える物損部分をカバーする。スイスでは，事故が櫟き逃げ
車により引き起こされた場合，677米ドル（約6万7，000円）を超える物損をカ
バーする。他方英国では，事故が無保険車により引き起こされた場合，259米
ドル（約2万5，900円）を超える物損をカバーする。イタリアでは，事故が無
保険軍により引き起こされ，かつ，人損のほかに物損も填補される場合，560
米ドル（約5万6，000円）を超える部分が保障の対象となる。
5・8　事故が倒産会社に付保していた軍により引き起こされた場合，保障基
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金は以下の国では人損のみを填補する。フランス，ルクセンブルク，香港，イ
スラエル，日本⑳，チュニジア，オーストラリア，ニュージーランド。ベル
ギー（ただし，物損は278米ドル（約2万7，800円）を超えた部分に限られる），
ギリシャ，イタリア，オランダ（物損はそれが165米ドル（約1万6，500円）を
超えた場合のみ），ポルトガル，トルコ，モロッコ，カナダでは，人損と物損
の両者がカバーされる。この最後の2つの国では，基金が外国人の救済に当た
るのは，互恵主義に基づく場合のみである。
5・9　アンケートに答えた各国のA　I　DA支都はまた，各保障基金が1992年
中に受理した講求件数についてのデータを提供した。これらのデータは，国際
比較を行うには十分とはいえないかも知れないが，それにも拘らず，それらは
同年に生じた事故の総数についての報告を含んでおり，従って保障基金が同年
に扱った事故の相対的比率について一定の知識を与えてくれる。ナミビアが請
求比率28．57％でリストのトップであった。次はオーストラリア（クイーンズ
ランド州）の21．25％，以下ポーランドの16．83％，クロアチアの14．55％，ス
ウェーデンの13．51％，次はブラジルの7．48％，イスラエル7．36％，フィンラ
ンド6．8％，スイス6109％，オーストラリア（ニューサウスウェールズ州
5，19％，ビクトリア州5％），カナダ5．03％，ハンガリー4．83％，英国2．45％，
アイルランド2．05％，ノルウェー1，6％，ベルギー114％の順であった。その他
の国は1％以下である⑳。スウェーデンとフィンランドで相対的比率が高いの
㈱　この点についての日本からの回答は「日本は外国のような保障茎金は持たないが，無保険車また
　は礫き逃げ車の被害者を救済するための保障計画は持っている。墓金の財源は一部が強制自動車賠
　償責任保険の保険料から拠出されている。この保障計画の下で基本的には強制自動車賠償責任保険
　の保護と同じ保護が与えられている」（上掲書p．193参照）というもので，倒産した保険会社に付保
　していた車の被害者の問題には一切触れていないのであるから，日本の保障計画がこの種の被害者
　の（人損）救済にも及ぶかのごとく分類している一貞は作業部会の誤解といえよう。
㈱　保障基金が1992隼に事故件数全体に対し何件の保障金支払請求を受けたかをグラフ化したものが
　r世界の自動尊保険」p，430に載っているので，本稿ではそれを本稿の末尾に「付表一4」として
　転載した。
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は事故件数の中にトナカイとの衝突による事故件数が含まれているためである
点，また，ナミビアについては，その比率は報告のあった事故のみを基礎に計
算されており，従ってこの数値自体事故の総数から見れば極めて小さい値にす
ぎない点，注意すべきである。南アフリカでは，保障基金に提出された請求件
数と生じた事故件数が等しい。これは，基金が各事故ごとに保険金を支払った
保険会社に対しその支払った金額を払い戻しているためである。
5・1O請求に対し保障基金が支払を拒否した場含，講求者はほとんどの国で
司法権を持つ行政長官（ordinary　magistrate）に上訴する権利を有する。ただ
し，以下の国々は例外。ドイツ（同国では，まず初めに特別な仲裁機関
（BoardofArbitration）に諮る必要がある）。英国（同国では，櫟き逃げ車が
事故に関係がある場合に限って，仲裁人に上訴することができる。しかし，自
動車の所有者が確認できる場合には，基金は判決を甘受するのみであるから，
判決の内容に全面的に従う）。ニュージーラン．ド（同国の場合は，初めに行政
訴訟に訴えることが必要である）。フィンランド（同国の場合は，一般の裁判
所に提訴することも，交通事故紛争処理センター（C1aims　Board　for　Traffic
A㏄idents）に訴えることも可能である）。インドネシア（一般の裁判所に訴え
るのも，大蔵大臣に提訴するのも可能である）。モルドバとブラジル（一般の
裁判所か監督官庁のいずれかに提訴することが可能である）。日本一日本の
場合には自主的な機関が存在しないため，基金に対して求償するのは不可能で
ある一国営の「賠償保障計画」（“indemnity　compensati㎝p1an”）がその代わ
りに活躍しており，法律が要請している隈りは常に，被害者から求償すべく介
入している⑳。マルタとナイジェリアでは，基金に対し求償することは不可能
⑳　この点についてのA1DAからの質閥は，『保障基金に支払を拒否された場合，何らかの救済方
　法はありますか？」というもの。これに対するわが国からの回答は「救済の可能憧はありません。
　ただし，保障計画（原文は強制計圃となりている）は最後の（救済）手段ゆえ，（同計画）が支払
　を擢否することはまずありません」（上掲書p，204）というものゆえ，A　I　D　Aの総括がなぜ本文の
　ような叙述となったのか理由が半1咀らない。
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である。
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w　法律上の主たる原則
6・1　自動車賠償責任保険に関して支配力をもつ基本的な法原則は極めて多
岐である。ベルギー，アイルランド，ポルトガル，英国，クロアチア，マルタ，
ルーマニア，スロベニア，トルコ，日本鯛，レバノン，シリア，アラブ首長国
連邦，ボツワナ，エジプト，ケニア，リビヤ，ナイジェリア，南アフリカ，
スーダン，コロンビア，パナマ，ペルー，オーストラリヤ（ニューサウス
ウェールズ州とクイーンズランド州）および旧ソビエト連邦所属の共和国では，
賠償責任は過失主義に基づいており，自動車運転者の責任についてコモン・
ローと異なる責任原則を定める特別法はない。人身損害に関してのみではある
が，1993年末にベルギー政府は，過失責任主義を廃して厳格責任主義
（objective1iabi1ity）を導入する旨の法案を公布した過失に基礎を置く責任
原則はオランダでも一般原則であるが，歩行者，自転車利用者，および公共交
通機関（車）の乗客に生じた損害は例外で，これらの者は交通危険に遭遇する
度合いが大きいとの見地から，立法者により特別に保護されている。つまり，
これらの者については，立証責任の転換がなされているのである。それゆえ損
害を生じさせた自動車の運転者が責任を免れるには，事故が「不可抗力」によ
るものであることを裁判所に認めさせる以外に方法はない。事故の犠牲者が14
歳未満の歩行者または自転軍運転者の場合には，厳格責任が適用される。カナ
ダでも，自動車賠償責任をめぐる法は過失主義に基礎を置いているが，ケベッ
鰯　日本はここでは，基本的な責任原員一として過失主義を採る国の一つに分類されている。この点に
　ついて日本からの回答を調べてみると，それは「法律上の主たる原則は民法典が規定する丁過失』
　主義である」（Main　le剥pri口dp1es　haΨe　the　pri鉋ciple　of’f肌1t｝㎜der㎞e　civil　code・上掲書p・2ユ2）
　というものであるから，日本の回答そのものが適切さを欠いていたといえよう。この場合日本の回
　答は自賭法3条に基づき「見なし過失」主義を採っている旨回答すべきであったと恩われる。
　148
　　　　　　　　　　　　　泄界の自動箪保険j　　　　　　　　　　　　　149
ク州とオンタリオ州は別で，これらの州では，人身損青に関する賠償は法律に
より，厳格責任または「ノーフォルト」主義に拠って行われてい乱
6・2　反対に，フランス，イタリア，アルバニア，ポーランド（ただし，無
償運送の場合には過失責任が適用される），旧ユーゴスラビア，アルジェリア
（物損についてのみ），ベニン，ブルキナ・ファソ，カメルーン，中央アフリ
カ共和国，チャド，コンゴ，ガボン，アイボリ・コースト，マリ，モロッコ，
ニジェール，セネガル，トーゴ，チュニジアおよびベネズエラの各国では，い
わゆるAqui1ianliabilityと呼ばれる「見なし過失」の原則が適用されてい乱
この原則に従えば，損害を回避するために必要なすべてのことを行ったことの
立証責任は自動車の運転者にある。この原則は，イタリアでは次の場合乗客に
は遭用されない。すなわち，運転者の行為が明らかに利益を求めてのものでな
く，かつ，彼が行ったサービスが一定の義務の履行の結果ではない場合。かよ
うな場合，運転者の過失を立証すべき責任は乗客側にある。
6・3　デンマーク，ドイツ，ギリシャ，オーストリア，チェコ共和国，ハン
ガリー，アイスランド，ノルウェ∵，スロバキア共和国，スウェーデン，スイ
ス，インド，イラク，イスラエル，クウェイト，ナミビア，ブラジル，チリ，
コスタリカおよびメキシコでは，人損・物損に関係なく，また，過失の有無に
関係なく，厳格責任の原則が適用される。ただしギリシャでは，破損した箪の
乗客が傷ついた場合の責任は過失主義である。
6・4　厳格責任の「ノーフォルト」主義は，スペイン，フィンランド，アル
ジェリア，アルゼンチン（ただし，入院費と葬儀費用については過失主義），
パラグアイ，オ〒ス．トラリァ（ビクトリア州）およびニュージ∵ランドでは，
人身損害についてのみ適用を見る。物損については，スペインとフィンテン・ド
では過失責任が適用され，スペインの場合には，強制保険の隈度額を超える人
損についても同様である。
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　150　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第365号
w　国の監督，営業免許，責任準備金
7・ユ　国の監督はほとんどすべての国で行われている。営業免許後，国は最
終の貸借対照表，責任準備金の額，会社の支払能力について指導・監督する権
限を有している。さらに，国によっては保険証券の普通保険約款について当局
の確認または事前の承認を必要としているところもある。定期検査を含む監督
機能は，一般に権限を有する省庁や独立の公的機関によって行われている。デ
ンマーク，ノルウェー，コロンビア，パラグアイおよびペルーでは，保険監督
は単一の機関により行われており，同機関は同時に銀行その他の金融分野全体
をも監督している。受理した回答によれば，強制保険を持っていなかった旧ソ
連邦所属の各共和国，ブルガリア，サウジアラビア，ジンバブエ，エクアドル
には，いかなる監督機関も必要とされていない。
7・2　強制自動車保険営業は他の保険分野と同様の監督・規制に服すべきも
のである。しかしながら，国によっては，後に見るように，保険料率の認可に
ついて特別の規制をしているところもある。例えばイタリアでは，保険者が引
き受けた危険のうち2％は「国家保険機構」（Instituto　Nationale　delle　Assicu・一
azioni）により自主的に運営されている「違合体勘定」（Consortium　Acco㎜t）
に，また，I　NAの民営化後はI　NAの公的機能を受け継いだC　ON　S　A　Pに
移転するよう義務づけている（「連合体勘定」から提供される資料は，内閣委
員会（Ministerial　Commission）により毎年の保険料率決定のために用いられ
てきた）。
7・3　自動車保険は以下の国では国有企業により独占的に経営されている。
すなわち，中国，インド，チェコとスロバキアの両共和国（少なくとも解放さ
れる迄のユー2年の間は），コスタリカおよびカナダの4州において。反対に，
南アフリカでは，自動車賠償責任保険は完全に国の独占で，損害の査定と決済
のみがそのために認可が与えられた11の会社で行われているに過ぎない。
7・4　調査対象であったほとんどの国で，白動車保険を扱う会社は損害保険
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の他の分野に適用されるのと同じ原貝uを順守するよう求められ，この点はすべ
ての被保険者の保護を目的とする施策についても同様である。営業免許に関し
ては，デンマーク，ドイツ，イタリア，フィンランド，ハンガリー，アイスラ
ンド，ノルウェー，カナダ，コスタリカおよびオーストラリアの諸国は規制が
最も厳しい。ベルギー，イタリア，モロッコおよびコロンビアは準備金を表す
資産について追加的規制が存在する。他方，オランダ，香港およびケニアでは，
より高額の支払余力（SO1VenCy㎜argin）の保持が求められる。イタリアも内
閣が定めた貸借対照表の特別なモデルを持っているほか，ノルウェーでは保険
会社は，現宥の保険契約から期待できる保険料の額と支払保険金の額について
詳細な報告書を3ヵ月ごとに提出しなければならない。ベルギー，フランスお
よびイタリァでは，自動車保険を営む会社は万一財務状態が悪化した場合特別
な手続きに従わなければならず，かつその手続きの中には，最悪の場合，自杜
の保有契約を他社に移転するというものまでも含帆
7・5　自動車保険の営業を行うのに特別な会社の新設が必要だとしている国
は皆無であるが，これには例外もあり，そのような国では自動車保険の営業を
国または国の機関が担当している。すべての場合に，その実施に当たり求めら
れる特徴は，民法が定める諸規定と保険法および強制保険についての特別法の
規定を順守することを確約している株式会社か相互会社であるということであ
る。デンマークでは，保険営業の免許は一定の要件を備えた年金基金にも与え
られる。
7・6　自動車保険の営業免許取得のための必要条件についての質間に対する
回答は，僅かな例外はあるが，ほぼ同質のものであった。しかしてこの場合に
も，そのための手続きは他の保険分野についてのそれと同じ傾向にある。保険
会社は法律で定められている最低額の資本金を有していることを証明しなけれ
ばならない（その額は国によりまちまちで，資料を提供してくれた国以外その
額は定かでない）ほか，詳細な営業目論見書一この中には自動車営業のため
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の必要資金について触れる必要がある一を提出するとともに，適当な組織と
保障基金を持たなければならない。
7・7　自動車賠償責任保険関係の各種責任準備金（保険料と支払備金）は，
幾つかの国で付加的準備金で補強されている。スペイン，ハンガリー，ス
ウェーデン，スイスおよびナイジェリアでは，将来の損害率の変動や大災害，
更には赤字決算（ナイジェリアの場合）に備えて，予備的準備金（balancere－
serves）を設けている。既発生未報告（I．B．N．R、）準備金，つまり，
すでに生じているが未だ報告されてない事故の支払に充てるための準備金は多
くの国で認められている。すなわち，ギリシャ，イタリア，スペイン，英国，
アルバニア，フィンランド，ポーランド，ルーマニア，トルコ，旧ユーゴスラ
ビア，インド，イスラエル，日本，オマーン，パキスタン，カタール，イエメ
ン，ボツワナ，ケニヤ，モロッコ，ナイジェリア，ジンバブエ，ブラジル，カ
ナダ，チリ，コロンビア，メキシコ，パナマ。以下の国では通常の支払備金に
I．B．N．R．準備金が付加されている。すなわち，ベルギー，フランス，
ポルトガル，オーストリア，クロアチア，スロベニア，スウェーデン，スイス
およびオーストラリア（ニューサウスウェールズ州）。もちろん南アフリカの
ように強制保険につきいかなる準備金も必要としていない国もある。同国では，
保険金を支払った保険会社は各支払ごとに国から補償金を受領する。香港では，
I，B．N．R．準備金の積立は要求されていないが，すべての保険会社が同
準備金を積んでいる。
㎜　保険料率。基本料率と付加率
8・1　強制保険の料率決定に関しては，保険会社に全面的な決定権を認めて
いる国から，当局の事前または事後の承認を要件としている国，更には，料率
が政府機関の手で決定される国まで，状況は国により千差万別である。
8・2　デンマ」ク，アイルランド，スペイン，英国，オーストリア，ブルガ
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リア，アイスランド（同国では，法律により，保険監督局には保険料率の修正
を命じる権限がある），マルタ，ノルウェー，オマーン，台湾，ボツワナ，ボ
リビア，チリ，エクアドルおよび旧ソ連邦所属の各共和国では，保険会杜自身
で保険料率を決定できる（ただし，モルドバは例外で，同国では政府の承認を
要する）。香港，イラク，レバノン，パキスタンおよびパナマの諸国では，強
制保険の保険料率は保険者団体により決定され，政府の規制はない。他方，フ
ランス，ポルトガル，アルゼンチン，ペルーおよびオーストラリア（ニューサ
ウスウェールズ州）では，料率は保険会社により自由に決定されるが，主務大
臣または監督官庁への事後的通知が義務付けられ一ている。更に，ドイツ，ギリ
シャ，オランダ，クロアチア，フインランド，スロベニア，日本㈱およびメキ
シコでは，料率は自由に設定できるが，保険会社は監督官庁の事前承認を得な
ければ使用できない。オランダでは，保険料率を引き上げる際も当局の事前承
認を要する。
8・3　ベルギー，イタリア，ルクセンブルク，ハンガリーおよびスイスでは，
国の介入はより直接的である。ベルギーとルクセンブルクでは，「純保険料
率」は国の機関により決定され，これに各保険会社が自由に決めた付加率を上
乗せして営業保険料を決定する。ただし，ベルギーでは，タクシーと重量が
3．5トン以上の公共輸送用自動車についての保険料率は完全に自由化されてい
る。
8・4　イタリアでは現在，保険料率は政府の委貝会の規制を受け，かつ，内
閣の委員会で（使用を）承認される（imp1emented）。従って保険会杜は，付加
㈱　ここでは日本は，保険料率を自由に設定できるが，監督官庁の事前承認を得なければ使用できな
　い国の一つに分類されている。この点A　I　DAからの質間は「保険料率は保険会社が白由に決定で
　きますか？　それとも政府機関により決められますか？」というもので，これへの日本の回答は
　「保険料率は自動車保険料率算定会｛Auto皿oblle　Insura口ce　R担ti㎎Assodatj㎝）により算定され国
　の認、可を得る」（上掲書p，255）というものゆえ，A　I　D　Aの分類は正確さに欠けるといえよう。
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保険料の最高と最低の幅の中での競争を許されているに過ぎない。
8・5　ただし，この種の制限は1994年7月1日からはもはや適用されない。
なぜなら，この日以降，E　C指令に従って，自動車の賠償責任保険分野も欧州
違合（E　U）内にあって単一の自由な保険市場となり，その結果保険会社は料
率を自由に決定できることとなり，政府の承認は必要なくなるからである。
8・6　モナコでは，保険者と消費者代表からなる一つの内閣委員会があり，
それが保険料率決定の作業を担当している。
8・7　ハンガリーでは，保険料率は自動車賠償責任保険に関する委員会に
よって決定され，承認を得るために大蔵大臣に提出される前に監督当局により
提案されなければならない。
8・8　スイスでは保険料率は保険会杜により決定されるが，監督官庁の承認
を要する。スイスでの変わった点は，保険者が会計年度の終りに平均よりも多
くの利潤を上げた場合，被保険者はその利益の一部の分配に預かる権利がある
という点である。他方，損失はすべて保険者が負担しなければならず，かつ，
その損失を補填するために次年度の保険料を値上げすることも許されない。
8・9　以下の諸国では，政府機関または監督官庁などを通して直接的に保険
料率を設定している。すなわち，アルバニア，ルーマニア，スウェーデン，ト
ルコ，申国，インド，イスラエル，ヨルダン，クウェイト，シリア，アルジェ
リア，エジプト，リビア，モロッコ，ナイジェリア，チュニジア，ジンバブエ，
ブラジル，コロンビア，コスタリカ，パラグアイ，ベネズエラおよびチェコ共
和国，モルドバ，ポーランド，スロバキア芙和国，旧ユーゴスラビアなどの東
欧諾国（これらの諸国も現在自由市場へ変身を遂げつつある）。イスラエルで
は，保険料率は議会の財務委員会で決定されるほか，自動車賠償責任保険はA
VNE　Rという会社に70％を共同保険に出している。そして，全部の保険者が
このAVNERという会社の構成メンバーである。政府による規制のお陰で，
AVNERが損失を被ることはあり得ない。事実，経営上の損失を吸収すべく
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保険料率は引上げられている。
8・10連邦制を採っている国々で，非常に異なる手続きが採られている。カ
ナダでは，自由料率であるが事後の通知を必要とするものから，料率は自苗に
決められるが当局による事前の承認を必要とするもの（人口密度がもっとも高
いオンタリオ州の場合），更には州が自ら料率を決定しているものまでさまざ
まである。オーストラリアも同様である。すなわち，ニューサウスウェールズ
州では料率の決定は自由であるが，当局への通知を義務付けている。他方，ク
イーンズランドとピクトリアの両州では，料率を決定するのは，州の保険監督
宮である。
8・ユ1反対に，ナミビアと南アフリカでは，いかなる保険料率表も必要とさ
れない。なぜなら，この2国では，強制保険は石油への付加税で賄われている
からである。
8・12　カタール，サウジアラビア，アラブ首長国連邦およびイエメンでも，
保険料率表は存在しない。なぜなら各保険会社は最低の保険料を課すこと，お
よび，彼ら独自の基準を採用することにも同意するであろうから。
8・13いずれの場合も，保険料率算定の基礎は，予想される損害率であり，
その損害率は，H．P、により決定される危険のクラス別と，保険の収支予測
を用いて算定される。地域別の事故発生率は，以下の諸国で料率算定要素とさ
れている。ベルギて，デンマーク，フランス，ドイツ，ギリシャ，アイルラン
ド，イタリア，オランダ，スペイン，英国，、クロアチア，フインランド，アイ
スランド，ノルウェー，ポ』ランド，スロベニア，スウェーデン，トルコ，旧
ユーゴスラビア，レバノン，オマーン，カナダおよびオーストラリア（ニュー
サウスウェールズ州とビク」トリア州）。ベルギー，アイルランド，英国，アイ
スランド，ノルウェーおよびレバノンでは，その他の人的要素（性別，年齢，
仕事の種類）が料率算定上考慮される。フランス，マルタ，香港，オマーンと
オーストラリアのニューサウスウェールズ州では（年齢と仕事の種類が）。ま
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た，ドイツとポーランドでは（仕事の種類が）。ギリシャ，ルクセンブルク，
オランダ，ポルトガル，日本，パキスタンとボッワナでは（年齢が）。カナダ
では（運転歴（事故歴），年齢，性別，既婚・未婚の別が）。最後の2つの人的
要素は幾つかの州議会で広範な論争を引き起こした。つまり，それらの議会は
先の2つの要素を料率算定に入れるのは差別的だと考えたためである。
8・14メリ・デメ制は，旧ソ運邦所属の共和国を含む，ほとんどすべての
ヨーロッパ誇国で採用されている。これに対し，チェコとスロバキア両共和国
は，導入を検討中である。
8－15オランダでは，メリ・デメ制の適用に際し，種々の要素を考慮に入れ
ている。すなわち，自動車の重量ほかの要素である（最高の割引率は75％，割
増率の最高は25％）。この点はノルウェーも同様で，自動車の種類その他を基
準に2種類の異なる制度がある。1の制度は，割引の最高が80％，割増は最高
が90％。いま1つの制度は，割引の最高が75％，割増の最高が50％である。質
問票に対する回答を載せた本書の付録中に，メリ・デメ制についての各国から
の回答をグラフ化したものを載せてある鯛。スウェーデンの最高割引率は75％，
アイルランドとフィンランドのそれは70％，ドイッは，無事故運転を15年続け
ると，基礎料率の65％引き，ポーランドの最高割引は60％，スロベニアは55％，
ベルギーは54％，フランスとイタリア，オーストリア，クロアチア，ハンガ
リー，旧ユーゴスラビア，ナイジェリアおよび旧ソ連邦所属のすべての共和国
（ただし，モルドバは別で，同国の割引の最高は30％）は50％，ルクセンブル
クとスイスは45％，トルコは30％，ギリシャと英国は20％，中国，レバノンと
オーストラリア（ニューサウスウェールズ州）は1O％である。フランス，ルク
センブルクおよびクロアチアの割増率の最高は基礎保険料率の250％に達する。
㈱　同表は『世界の自動車保険］のp．441に載っている。本稿ではそれを本稿の末尾に『付表一5」
　として転載した。
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他方，ベルギー，イタリア，オーストリア，ハンガリー，スロベニア，旧ユー
ゴスラビアおよび旧ソ連邦所属のすべての共和国（ただし，モルドバは別で，
同国には割増はない）の割増の最高は200％，スイスは事故3回で170％，ポー
ランドは150％，ギリシャはユOO％、英国は65％，ドイッは3回の事故で60％，
レバノンは30％，オーストラリア（ニューサウスウェールズ州）は1O％。
8・／6　ブルガリア，チェコ共和国，ラトピア，ルーマニア，スロバキア共和
国，香港，イスラエル，ボツワナ王ケニア，モロッコ，南アフリカ，チュニジ
ア，ブラジル，チリ，コロンビア，コスタリカ，パラグアイおよびベネズエラ
では，メリ・デメ制の適用は一切ない。モルドバ，ろウェーデンおよびアルゼ
ンチンでは割引だけが適用される。カナダでは，ブリテイッシュ・コロンビア
州においてのみ，メリ・デメ制の適用がある。
8・17デンマーク，イタリア，ポルトガル，スペイン，オーストリアおよび
パキスタンでは，免責額制度で代用されている。ベルギー，ルクセンブルク，
マルタ，スイス，インド，エクアドルおよびペルーでは，強制的免責額と割
引・割増の両制度が併用されている。オマーン，パラグアイおよびルーマニア
では，免資額制度のみが存在する。イタリァでは，税金の重い（heavy－duty）
車については，免責額制度のみを適用し，割引・割増制度は適用していない。
8・／8　自動車保険の付加保険料について法律または行政手続で上限を設けて
いるのは，この質問に回答を寄せた77カ国申2ユカ国にとどまった。バラグアイ
では，工一ジェント（保険代理店・人）またはブローカーに支払われるべき手
数料は保険料の20％に達する。フランスでは保険料の18％を超えることは許さ
れ牽い。ペルーでは17，5％，トルコとモロッコでは12％，ドイッではフルタイ
ムで働いたときの限度額は11％，それ以外は5％である。チリでは手数料は会
社によりまちまちで，4％から12％までの幅がある。イタリアでは，手数料の
上隈は13％で，管理費と新契約費の合計は24．5％から29％と幅がある。手数料
と営業費についての限度額設定は，ルクセンブルク，モルドバおよびブラジル
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でも行われている。フィンランドでは，付加率は最高で保険料の2ユ％までとさ
れており，ハンガリーではこれが12．6％とされている。管理費は，アルゼンチ
ンとペルーでは20％，トルコでは17．5％，アルバニアは15％，チェコとスロバ
キア両共和国では！2％，イスラエルは8．7％，パキスタンは5％（67米ドルを
最高額とする），パラグアイは2％である。カタールとイエメンでは，保険証
券が発行される度に3米ドルの手数料（fee）が支出（issued）される。
8・ユ9保険監督局，保障基金あるいは国の健康保険制度の運営費に拠出する
義務が保険会社にあるか否か（もしあるとすれば，それは保険料の何パーセン
トか）について質問がなされた。ほとんどの国で，保障基金への拠出は強制的
である。すなわち，ベルギー，デンマーク，フランス，ドイツ，ギリシヤ，ア
イルランド，イタリア，ルクセンブルク，オランダ，ポルトガル，スペイン，
英国，アルバニア，オーストリア，フインランド，ハンガリー，アイスランド，
マルタ，モルドバ，ノルウェー，ポーランド，スウェーデン，スイス，トルコ，
香港，イスラエル，日本，モロッコ，ナイジェリア，チュニジア，カナダ，コ
ロンビアおよびオーストラリアがそうである。保険監督局と国の健康保険制度
への拠出の点は，国により極めてまちまちである。
8・20保険監督局の費用の保険会社による負担は，ベルギー0，587％，フラ
ンスユ8％，イタリア0．2％，ルクセンブルク，オーストリア，ブルガリアが
5％，フインランド，ハンガリーが0．2％，アイスランド0．25％，マルタ，モ
ルドバ，ポーランド，スイスが最低で1，000スイス・フラン，トルコは0，03％，
オマーンが0，4％，モロッコが0，225％，ナイジェリア，アルゼンチンが6％，
ボリビアが3％，ブラジルが2％，カナダ，コロンビア，コスタリカが25％，
パナマが2％，ニューサウスウェールズ州が2％という具合である。調査した
他の国ではこの種の拠出は一切ない。
8・21社会保障施設から提供されるサービスーこの種の施設は一般に，事
故の発生について有責な者に対して求償のための訴訟を提起する権利を有する
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一に関しては，保険会社が保険料を基礎に一定の拠出をしている国に以下の
ものがある。ベルギー（10％），フランス（！5％），イタリア（6．5％），ポルト
ガル，ブルガリア，ハンガリー，ノルウェー，チュニジア，ブラジル（50％），
ニューサウスウェールズ州（5％）および，旧ソ連邦所属の共和国（利益の
35％）。
吸　保険契約と譲渡可能性
9・1　ほとんどすべての国で，強制自動車保険契約を規制する普通保険約款
は，すべての保険会社に適用がある統一モデルを伴った法律により直接的に定
められるか，保険会社にヨリ広範な自由が認められている国では監督官庁の承
認を得る必要があり，かくして，すべての会社が一般的規制を順守するように
義務付けられている。ヨリ広範な契約上の自由が認められているのは以下の諸
国だけである。デンマーク，アイルランド，オランダ，英国，サウジアラビア，
イエメン，エクアドルおよび，旧ソ連邦所属のほとんどすべての共和国（国の
監督機関が存在しない）。
9・2　今回の調査対象であった国のすべてで，自動車保険約款の規定をもっ
て受傷した第三者に対抗することはできないとされる。ただし，以下の諸国は
例外。ブルガリア，チェコ共和国，アイスランド，マルタ，スロバキア共和国，
中国，香港，オマーン，カタール，ボツワナ，ボリビア，コロンビア。一般に，
ベルギー，フランス，ドイッ，オランダおよびカナダでは，保険会社が（保険
契約上）支払うべき義務のないものを（被害者に）支払った場合，保険者には
その支払った金額を被保険者から取り戻す権利が認められている。ただし幾つ
かの国では一一保険約款の文言に従い一，被害者からの請求を争うことは許
されないという一般原則に対する例外がある。すなわち，フィンランドとエス
トニアでは，被害第三者がアルコールまたは薬物の影響下にあった場含，また
アルゼンチンと旧ソ連邦所属の共和国では，被保険者に故意（at　fault）また
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は重大な過失があったことを裁判所が認めた場合がそうである。
9・3　軍の所有権に移動があった場合，以下の諸国では既存の保険契約は自
動的に終了する。すなわち，デンマーク，フランス，アイルランド，ルクセン
ブルク，ポルトガル，英国，プルガリア，フインランド，ハンガリー，マルタ，
ポーランド，ルーマニア，スウェーデン，香港，日本㈱，カタール，ボツワナ，
ケニア，ナイジェリア，南アフリカ，ジンバブエ，カナダ，コロンビア，エク
アドル，メキシコ，ペルー，ベネズエラおよび旧ソ違邦所属の各共和国。自動
車を譲り受けた者について強制自動車保険契約が，アルゼンヂンでは221ヨ闇に
隈り，ベルギーとオランダでは16日間，アイスランドとノルウェーでは14日聞，
モロッコでは8日問有効に働くが，これらの場合には自動車の新たな所有者は
所有権の移転を保険者に通知し，かつ，新たな保険証券の交付を求める義務を
負う。しかし，オランダでは，保険者に自動車を売却したことを通知する義務
を負うのは車の前の所有者である。ドイッを初めとする以下の国々では，車の
所有権の移転に伴って保険契約も車の新たな所有者へ自動的に移転オる（ドイ
ッの場合，保険者と車の購入者の双方に契約の解約権がある）。ギリシャとイ
タリア（ただし，車の譲渡人が保険契約を他の車に付けるよう要求した場合は
この隈りでない），スペイン（同国では，保険者に保険契約の解約権がある），
アルバニア，オーストリア，クロアチア，スロベニア，スイス（スイスでは，
保険者と車の譲受人の双方に契約の解約権がある），トルコ（トルコでは，保
㈱　ここでは日本は，箪の所有権に変更があれば保険契約は自動的に終了する国の一つに分類されて
　いるが，それは白賠責保険の上積みの任意保険について言えること。この点A　I　DAからの「自動
　車の所有権に変更があった場合，保険契約にはいかなる規制が適用されますか？」との質問に対す
　る日本の回答は「車の所有権を変更する保険契約者は保険会社の同意を得なければならない」（上
　掲書p．303）というものであった。この回答は自賠責の上積みの任意対人賭償保険についての回答
　としては正しいが，肝心な自賭責保険に関する回答としては適切さを欠く。よって正しい回答とし
　ては，任意と強制の両俣険を分け，強制保険の場合は車両単位ゆえ，箪の所有権の変更があっても
　保険契約は自動的に譲受人に移転し，終了することはない旨を回答すべきであったと思われ㌫
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険者に15日間の契約解約権がある），旧ユーゴスラビア，中国（中国では，保
険者への通知が必要である），イスラエルとレバノン（レバノンでは保険者に
解約権あり），オマーン，パキスタン（パキスタンでは，自動車登録所への通
知が必要である），サウジアラビア（保険者に解約権あり），アラブ首長国連邦
（登録所へ変更登録をした場合のみ），ナミビア，チュニジア（車の譲受人に
解約権あり），ボリビア，ブラジル，チリ，コスタリカ，パナマ（保険者に15
日間の解約権あり），パラグアイ，オーストラリア。
9・4　既存の保険契約は，車の所有者からの要求があれば，ほとんどの国で，
A車からB車へ入れ替えが可能である。ただし，以下の諸国は例外。ギリシャ，
アイルランド，スペイン，ブルガリア，クロアチア，ハンガリー，アイスラン
ド，ノルウェー，ポーランド，ルーマニア，スロベニア，スイス（スイスでは，
前の車がいわゆる不可抗力により損傷した場合に隈られ，かつ，30日間につい
てのみという制限がある），トルコ，旧ユーゴスラビア，香港，インド，日
本㈱，パキスタン，カタール，イエメン，ケニア，ナミビア，南アフリカ，ア
ルゼンチン，ボリビア，チリ，コロンビア，コスタリカ，エクアドル，パナマ，
パラグアイ，ペルー，ベネズエラおよびオーストラリァ。保険料は当然のこと
ながら，新車の特性に応じて調整される。
9・5　質間票に回答を寄せたほとんどの国で，強制保険契約中に火災，盗難
および単両損害担保の特別約款が当然に含まれている。これに対し以下の諸国
では，この種の選択的カバーを付けるには，別の契約を結ぶ必要がある。すな
わち，ドイツ，ギリシャ，アルバニア，オーストリア，クロアチア，チェコ共
和国，フインランド，ハンガリー，アイスランド，ポーランド，ルーマニア，
㈱　日本が既存の保険契約のA箪からB車への切り替えを認、めない国に分類されているが，この一煮に
　ついての日本の回答は「切り替えは可能です。ただし，保険契約者は保険会社の同意を得なければ
　なりません」（Y旧s，they　cm－But血ey皿ust　r㏄eive　the　agreem㎝t　of　the　ms皿ran㏄co皿p丑ny・上掲書
　p．308）というものゆえ，A　I　DAの整理が適正を欠くと言えよう。
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スロバキア共和国，スロベニア，旧ユーゴスラビア，イスラエル，ボツワナ，
ケニア，ナミビア，南アフリカ，チュニジア，ジンバブエ，アルゼンチン，ブ
ラジル，カナダ（火災と盗難についてのみ。なぜなら，同国では，強制保険が
賠償責任のみならず車の損傷も担保しているからである），チリ，コロンビア，
コスタリカ，ベネズエラおよびオーストラリア。これに対し，残りの国々では，
包括保険申で一自動車賠償責任保険の追加的担保として一，または，強制
保険とは別個の契約でこれらの追加的担保を付保することができる。これらの
追加的担保についての保険料は，それらがすでに自動車賠償責任保険中に含ま
れている場合にも，保険者により自由に決められる。
9・6　乗客についての危険を追加的に担保してもらうためには，常に別個の
契約の締結が必要である（支出済みの治療費，毎日の填補金一dai1y　indemni－
ty一，自動箪事故に伴って生じた後遺障害または死亡の場合の一時金一capital
㎝acco㎜tof一）。
9・7　強制自動車保険を採用しているすべての国で，自動車運転者は自動車
賠償責任保険に加入していることを証明できなければならない。ただし，オラ
ンダは例外で，同国では，この義務は自国民には適用がない。同国では他の国
と同様，外国の運転者はグリーン・カードを所持していなければならない。
9・8　デンマーク，ドイツ，オーストリア，ノルウェー，スイス，トルコお
よびニュージーランドの諸国では，行政当局に単を登録し，かつ，ナンバー・
プレートを取得するためには，申請著は何よりもまず，保険加入証明書または，
保険契約の存在を証する保険者からの正式な宣誓書を当局に提示しなければな
らない。それゆえ，ナンバー・プレートの所持はその自動軍に賠償責任保険が
付いていることの証明となる。車が登録されていることは，その車に保険が付
いていることの証拠と見なされるという上記の原則は，フィンランド，インド，
インドネシア，日本およびオーストラリアでも通用する。なぜなら，これらの
国からの回答は，車の国籍（mti㎝ality　ofthe　vehicle）または車の登録証の存
　162
　　　　　　　　　　　　　股界の自動車保険』　　　　　　　　　　　　　　163
在は，必要な保険カバーを取得済みであることの証拠であると述べているから
である。
9・9　フランス，アイルランド，イタリア，スウェーデンおよびケニアでは，
書面による証拠の提示が要求される。このことはフロント・ガラスに特別な証
明書を貼付することを通して行われる（スウェーデンでは，ナンバー・プレー
ト上への貼付）。この種の証明書は通常，保険会社名および車の登録番号を表
示している。ドライバーが常時の携行を義務付けられているそれ以外の保険証
明書としては，保険証券の詳細を示すものが一般に要請される。
9・10　（保険に加入していることの）証明書の提示は，以下の諸国でも必要
とされる。ベルギー，ギリシャ，ルクセンプルク，ポルトガル，スペイン，英
国，アルバニア，ブルガリア，ハンガリー，アイスランド，マルタ，モルドバ，
ルーマニア，スロベニア，旧ユーゴスラビア，香港，イスラエル，オマーン，
パキスタン，カタール，アラブ首長国違邦，モロッコ，ナイジェリア，チュニ
ジア，ジンバプエ，アルゼンチン，ブラジル，カナダ，チリ，コロンビア，コ
スタリカおよびベネズエラ（保険証明書），チェコとスロバキア両共和国（保
険料を払い込んだ際の郵便為替の受領証），ボッワナ（自動車税の支払証明書）。
9・11自動車賠償責任保険契約への租税賦課は，以下の諸国には存在しない。
スペイン，英国，アルバニア，チェコ共和国，ハンガリー，マルタ，ノル
ウェー，ポーランド，ルーマニア，スロバキア共和国，スウェーデン，日本，
オマーン，カタール，サウジアラビア，アラブ首長国遵邦，ナイジェリア，チ
リ，コスタリカ，オーストラリアおよび旧ソ連邦所属のすべての共和国。他の
諸国では，ケニアの1％という最低賦課額から，デンマークの50％という最高
賦課額までいろいろである。カナダでの自動車保険に対する租税賦課は，州に
よりまちまちで，最低の5％から最高の20％までの幅がある。インドとパキス
タンでは，保険証券1枚ごとに一定の印紙税が徴収される。
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X　損害率と損害の決済
10・1　事故の発生件数はこれまでも詳細な分析の対象であった。実際，事故
の発生件数に関するデータは，それらが交通量との関連で考察されるとき初め
て国際比較として意義あるものとなる。しかしながら，この比較は完全な同質
性を確保できていない。理由は，幾つかの国のデータは1992年のものであるの
に，他の国のそれはそれ以前の，例えばユ989年のものだったからである。登録
台数との比較で見た事故の発生状況は次の通り。事故発生件数の最も多い国は，
スペインの32．13％，デンマークの30．4％，イタリアの20．38％，カナダの
19．76％，オーストリアの14，61％，コスタリカの1L66％，モロッコの10．23％，
ベルギー，アイルランド，ギリシャ，アイスランドの9％超。これに対して，
カタール，フランス，ノルウェー，スウェーデン，日本鯛，ドイッ，トルコ，
クロアチア，英国，スロベニアとチェコ共和国の場合が8．33％ないし4．56％。
フィンランド，ハンガリー，スロバキア共和国，ルーマニア，ルクセンブルク，
スイス，イスラエル，コロンビアは3．49％ないし1．82％。ブルガリア，商アフ
リカ，ポーランド，インドネシア，オーストラリアおよびブラジルは，1％以
下である。前述もした通り，O．007％というナミビアの事故発生率は，正しい
ものではない。なぜなら，この発生率は警察により直接報告された事故のみに
ついてのものだからである。
㈱　章の俣有台数との比較で見た事故発生件数の点で日本はドイツ，英国とともに8．33％～4．56％に
　分類されているが，この点についてのわが国からの回答は，1989年に，「強制保険は89万5，688件に
　ついて，任意保険は人損については30万6，462件，物損については250万9，166件に関して保険金を
　支払った」というものであっれところで『世界の自動車保険』（上掲）のp．452（本稿のp．66の付
　表一6）を見ると自動車の登録台数との対比での保険金支払件数は，日本の場含6．39％に配置され
　ている。これは上の各数字（強制・任意対人・任意対物）を合計したものを1989年の保有台数
　（5，799万台〕で除したものと完全に等しい。ちなみにユ992年の統計数字を見ると，車の保有台数
　は6，449万台。これに対して同隼の事故件数は69万5千件ほどゆえ，車の保有台数に対する事故発
　生率はおおよそ1，07％ということになる。なお，上掲の保有台数との対比での各国の事故発生割合
　をグラフ化したものが，本稿の末尾に「付表一6」として掲載してある。
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ユ0・2　盗難車により引き起こされた事故を保険がカバーするか否かの問題は
国によりまちまちである。
10・3　ベルギー，アイルランド，オランダ，スペイン，オーストリア，トル
コ，インドネシア，イスラエル，レバノン，アラブ首長国連邦，アルジェリア，
ボツワナ，ナイジェリア，アルゼンチン，カナダ（オンタリオとケベックの両
州は例外。これらの州は，「ノーフォルト保険カバー」である），メキシコ，パ
ナマ，ペルー，ベネズエラおよび旧ソ連邦所属のすべての共和国（ただし，モ
ルドバは例外）の諸国では，保険者は（盗難車による事故の）被害者への補償
を免除されているほか，単を盗んだ者または暴力によって車の占有権を奪った
者，もしくは盗難車を譲り受けた者の負う賠償貢任をもカバーしない。この点
は，英国とマルタも同様であるが，ドライバーが確認された場合は異なる。ル
クセンブルク，日本，ケニア，チュニジアおよびブラジルでは，車の所有者の
不注意または過失のために箪が盗まれた場合は，この限りでない（保険により
カバーされるの意一訳者注）。強制保険制度を採用している国では，（盗難車に
よる事故の）被害者は保障墓金に対して救済を求めることができる。
10・4　反対に上記以外の国では，盗難車の運転者が起こした事故も保険によ
り担保される。ただし，この場含には，盗難車の運転者に対する保険者の求償
を認める。フランスについては特別のコメントが必要である。なぜなら同国で
は，上記の盗難車に対する保険カバーも，盗難の通知後30日限りとされている
からである。
10・5　今回の調査では，詐歎的請求の有無が尋ねられた。回答は一致して肯
定的であった。たとえ，以下の国々で詐歎の危険は極めて希との指摘があった
としても。すなわち，アイルランド，ルクセンブルク，ポルトガル，、アルバニ
ア，チェコ共和国，フインランド，ポーランド，スロバキア共和国，スイス，
日本，カタール，アラブ首長国連邦，イエメン，チュニジア，コスタリカ，
オーストラリアおよびニュージーランドの諾国がそれである。回答を基に言え
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ば，詐歎的請求の存在を全面否定したのはナミビアとジンバブエの2国だけで
ある。
10・6　被害を被った第三者はどこの国でも保険者に対して直接請求権を持つ。
例外は英国，マルタ，中国，サウジアラビア，ナミビア，ボリビア，コスタリ
カ，パラグアイ，ペルー。また，以下の国では特定の場合（被保険者の支払不
能，または被保険者の所在が不明な場合）に限り被害第三者の保険者に対する
直接請求権を認める。すなわち，チェコ共和国，ルーマニア，スロバキア共和
国，ケニア，ナイジェリア，カナダ，オーストラリア及びニュージーランド。
10・7　損害の決済についての質問に対する回答は，非常に詳綱であった。
10・8　事故が発生した時は速やかに保険者に知らせるという被保険者の負う
義務についての一般原則は依然として適用があるとしても，以下の諸国は事故
の発生通知がなされるべき除斥期間および，物損または人損が補償されるべき
期限については，損害賠償法が定める期限以外に特別な法規定を持たない。す
なわち，デンマーク，ドイツ，アイルランド，ルクセンブルク，オランダ，英
国，オーストリア，ブルガリア，アイスランド，マルタ，ノルウェrス
ウェーデン，スイス，インド，日本，パキスタン，サウジアラビア，イエメン，
ボツワナ，ケニア，ナイジェリア，南アフリカ，エクアドル，パラグアイ，ベ
ネズエラ，オーストラリアのクイーンズランド州，および旧ソ違邦所属のすべ
ての共和国（モルドバを除く）がそうである。
lo・9　以上に述べたように，保険金の支払期限について特別の定めはないに
しても，以下のことは指摘しておくべきであろう。すなわち，ドイッでは，自
動車事故の45％が事故後1ヵ月以内に決済されており，事故後2ヵ月以内に
75％が，また事故後6ヵ月以内に85％が決済されてい孔残りの15％一うち
3分の2は重篤で長期の治療を要するケースである一は支払まで長い期間を
要する。
10・10　オーストラリアのクイーンズランド州は，繋き逃げと無保険の場合に
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関してだけ（3ヵ月という）除斥期間を設けようと意図している。
10・11事故の発生通知に関して一定の期限を設けている国について考察する
と，最短はルーマニアの1日からペルーの2日，イタリア，アルバニア，クロ
アチア，モルドバ，スロベニア，旧ユーゴスラビア，アルゼンチン，ボリビア
およびメキシコの3日，フランス，モロッコおよびチュニジアの5日，スペイ
ンの7日，ベルギーとハンガリーの8日（この期限は有責者についてのもので，
受傷者の場合は30日が期限である），コスタリカの10日，チェコとスロバキア
両共和国の15日，オーストラリアのニューサウスウェールズ州とビクトリア州
の28日（ただし，人損の場合）がある。しかしながら，これらの通知期限（の
不順守）は被害者の填補請求権を自動的に奪うものではない。なぜなら保険会
社が被保険者からの講求について争うことができるのは，通知の遅延が保険者
に損害を与えたことを保険者が立証し得た場合に限られるからである。
10・12生じた損害について保険者が自己の填補責任額を提示すべき期限につ
いては，ベルギーとフランスでは物損については何の期限も設けていない。他
方，事故の緒果人損が生じた場含には，特別な規定の適用があ乱
10・13ベルギーでは，保険者のこの種の義務は，保険会社がなした合意に由
来するとされる。保険者による（填補責任額についての）申入れは，事故後3
ヵ月以内になされなければならない。たとえ人身損害についての評価がまだ完
全に終了していない場合でも。医的審査も事故後4ヵ月以内なら申請が可能で
ある。填補責任額の暫定的認定（provisi㎝al　damages　awarded）に当たっては，
保険会社は，被った傷害の性質，生じた苦痛，一時的な労働不能に由来する経
済的損失，および，受傷した当事者が支出した費用を考慮に入れなければなら
ない。人損についてのその種の実態認定から3ヵ月以内に保険者は，填補額に
ついての最終提案をしなければならない。死亡の場合，この期限は6ヵ月とさ
れ，この期限内に死者の相続人または家族に対して上記の申入れはなされなけ
ればならない。相手方がこの種の申入れの受諾を拒否した場合，保険会社はい
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かなる場合にも3ヵ月以内に自ら支払を申し出た金額を支払わなければならな
い。たとえ最終結論はまだ出ていなくても。
10・ユ4　フランスでは，保険者のこの種の義務は法律に規定されてい乱保険
者からの填補の申し出は8ヵ月以内になされなければならない。そして，事故
後3ヵ月経っても事故の被書者が原状に復さず，かつ，傷害の実体が正確に把
握されない場合には，仮払金（p・ovisi㎝a1sum）が被害者に支払われなければ
ならない。ひとたび損害額の確定を見た場合，保険会社は5ヵ月以内に填補の
最終申し出をし，かつ，支払をしなければならない。
10・15他方イタリアでは，物損または，後遺障害を伴わず最長でも40日以内
に治癒が可能な傷害を引き起こした事故については，法律により仮払金の支給
が定められている。填補請求があってからユカ月以内に一この填補請求は完
全なもので，かつ和解（constat　amiable）に基づき当事者双方により署名され
ていなければならないrまた保険会社に保険金支払義務がある場合には，
填補金の支払請求があった後2ヵ月以内に，保険者は保険金支払についての具
体的申入れをし，もしもその申入れが承諾されるなら，被害者に対し15日以内
に保険金を支払わなければならない。そしてこの同じ15日という期問内に，仮
払金を支払われなければならない。たとえ，被害者側が被害額について依然と
して争っている場合にも。事故が重大な身体障害を引き起こした場合には，仮
払金の支払の場合でも確定的保険金支払の場合でも，法定の履行期限はない。
この種の重大な人身損害の場合は，当事者双方の話し合いに拠るか，裁判で決
着をつけるしかない。
10・16フランス・フラン圏のフランス語を喋るアフリカ諸国の中では，カメ
ルーンとトーゴだけが一我々が得た情報によれば二一仮払金の支払について
期限を定めている。カメルーンでは，事故の発生通知から8ヵ月以内。トーゴ
では，101ヨ以内。
1O・17仮払金の支払は他の国の法制には存在しない。しかしながら，幾つか
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の国は人損または物損もしくは両者について，保険金支払に一定の期限を定め
ている。
10・18その他のヨーロッパ諸国，例えばギリシャでは，法律により保険者は
被害者に対し，被害明細書の提出があった時から15日以内に明細書記載の填補
請求額に同意するか否かを被害者に通知しなければならない。そして，保険者
が同意した場合には，保険者はその金額を遅滞なく支払わなければならない。
スペインでは，保険金支払を申し出るための期限は3ヵ月である。アルバニア
では，保険金支払の申し出はユ5日以内になされなければならない。
10・1gヨーロッパ以外では，イスラエルで，保険者は，保険金の支払請求が
あった後1ヵ月以内に，確認された損害額を支払い，かつ，治療費・入院費を
提供しなければならない。モロッコでは，物損については1ヵ月，人損につい
ては2ヵ月というタイム・リミットがある。ナイジェリアでは，支払うべき金
額が裁判により決まった場合には，判決後30日以内に保険者は支払をしなけれ
ばならない。チュニジアでは，損害額が当事者の合意で決まった場合には，決
まったときから15日以内に，また裁判で決まったときは決まったときから20日
以内に保険者は支払をしなければならない。アルゼンチンでは，保険者は，保
険金支払請求があった場合，ユカ月以内に回答しなければならない。その後
一もしもその申し出を（被保険者が）承諾した場合には一，速やかに支払
をしなければならない。カナダでは，保険者は保険金支払の申し出を2ヵ月以
内にしなければならない。ただし，オンタリオ州では，人損の場合保険者は，
保険金の支払請求があった後10日目から休業損害の支払を開始する義務を負う。
最後に，オーストラリアのニューサウスウェールズ州では，保険金支払責任の
あることが確認された後6ヵ月以内に（保険金は）受領されなければならない
（ビクトリア州は1年）。その後は何時でも訴訟を提起できるが，その期限は
事故後の18ヵ月間に隈られる。人損の場合で，保険者に填補責任があることが
確認された場合には，保険者は上記にかかわらず，治療費・入院費・リハビリ
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費用を支払うよう義務付けられている。
10・20以下の国では，保険金の支払のための猶予期間が法律により下記のご
とく定められている（コロンビアでは，保険金の支払請求の時から1ヵ月）。
ポーランドでは（当事者が訴訟に持ち込まなかったときは，1ヵ月）。イラク
では（人損について損害額を評価する権限をもつ委員会からの通知後60日以
内），アルバニアでは（90日），ジンバブエでは（12ヵ月）。
10・21人身損害の賠償額決定に関しては，すべての国で一治療費，入院費
とリハビリ費用に加えて一一受傷者の収入を基本的評価要素としている。この
受傷者の収入は，事故が一時的就労不能または恒久的廃疾の形で被害者の生産
能力（productive　capacity）に影響を与えたか否かにより評価されるべきであ
ろう。保険者と被害者が合意に達しない場合には，損害額は以下の要素を考慮
の上，裁判官により客観的に決められることになる。すなわち，生じた損害，
稼得力の喪失（程度），精神的苦痛，および被害者の年齢と職業との関係から
被害者の人的関係に生じた損失。
10・22事前に決定された評価基準を持つ国はごく僅かである。すなわち，デ
ンマーク，ギリシャ，ルクセンブルク，スペイン，英国，ノルウェー（被害者
が16歳未満の場含），スウェーデン，オマーン，カタール，サウジアラビア，
イエメン，カメルーン，アイボリ・コースト，トーゴ，ブラジル，チリおよび
旧ソ違邦所属のすべての共和国（ただしモルドバは例外で，同国では補償は収
入額を基礎に行われる）。モロッコでは，法律が最低隈度と最高隈度を定めて
いる。カナダでは，最高限度のみを定めているが，その額は州により著しく異
なる。ベルギーでは，所得を得ていない人（学生，主婦，年金生活者）への填
補必要額の決定に関しては裁判所の下した過去の判例が参考とされる。
10・23損書額の評価基準についての回答は，一部の国からのものは非常に詳
細であるのに，他の国のものはごく概略を述べるにとどまる。それゆえ，より
明確な事実を知るには本書の付録（各国からの回答）を参照すべきである。こ
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こではただ以下のことを指摘するにとどめる。多くの国で肉体的損傷と人間関
係の破壊を一少なくも一定の隈度で一必ず考慮しているのに対し，以下の
国々では「慰謝料」（pretium　doloris）を，生じた肉体的および精神的苦痛へ
の加算的要素として賠償額には算入していない。すなわち，ギリシャ，ポルト
ガル，マルタ，ノルウェー，ロシア（および，ラトビアを除く旧ソ連邦所属の
各共和国。なおラトビアでは，pretium　dolorisを考慮する），アラブ首長国連
邦，コスタリカ，エクアドルおよびベネズエラ。
10・24　この点スーダンは興味ある回答を寄せた。同国では，賠償単位はラク
ダか，ラクダの売買価格である。傷害に対する「道義的」（moral）填補の総額
（total“moral”indemnity　for　bodi1y　injuries）は，ラクダ100頭である。採用さ
れている基準は次の通り。もしも失われた肉体の部分が単一のものであるとき
は全額の填補が認められ，他方その部分がペアーの一方にすぎないときは，半
額の填補が与えられるという。
10・25いま一つの特例はクウェイトその他のアラブ諸国に見られる。クウェ
イトでは，被った苦痛に対する精神的損害（moral　damages）が考慮される。
そして，もしも被害者が死亡した場合には，道義的填補，すなわち「血の決済
金」（biood　m㎝ey）が，その配偶者と2親等内の親族に認められ乱この点は
ゲルマン法で認めら，れた「腰罪金」（wergi1d）に似てい糺事故が櫟き逃げ犯
による場合，補償は国の手でなされる。
10・26オマーン，カタール，サウジアラビアおよびイエメンも，回教法
（Sh劃ria　Law）適用の結果，上記と同種の原則を持つ。
！0・27シリァは，被害当事者には精神的損害を認めないが，被害者が死亡し
た場合，その配偶者と2親等内の親族に対して精神的損害を認均る屯
10・28我々の質問票は法律上の紛争処理に関して，保険者・被害者間の紛争
を処理するための法廷外の機関の存否，および，被害者が自分の権利を守るた
めに稲談できる保険者団体内もしくは監督官庁内の特別な部局の存否を尋ねた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　171
　172　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第365号
いま一つの質問は，裁判で決着を見る交通事故訴訟の件数に関するものであっ
た。
10・29　ほとんどの国は，任意的であれ強制的であれ，裁判に訴える前に当事
者が頼るべき法廷外の紛争処理機関を持たない。任意的なこの種の機関を持つ
のは，以下の12カ国である（アイルランド，オランダ，ポルトガル，英国，
フインランド，アイスランド，マルタ，モルドバ，ルーマニア，スイス，中国，
香港，インド，．日本，パキスタン，チュニジア，ボリビア，メキシコおよびベ
ネズエラ＝物損についてのみ）。これらの国では，保険者団体がその組織内に
オンプズマン（一般に「民意調査官」と訳される一訳者注）や，仲裁協会，
あるいは調停委員会などをもち，保険会社と被害者はそれらのオンブズマンや
仲裁協会・調停委員会に紛争の解決を委ねることを合意できる。しかし，この
種の機関を利用する割合は実際上はOに近く，全体のO．5％から1％に過ぎな
い。チュニジアでは利用率は5％であるが，それは物損事故に隈られる。これ
に対しカナダのオンタリオ州では，裁判に訴える前に仲裁にかけることが義務
化されている。しかしこの場合にも，仲裁で解決される事故の割合は5％以下
に過ぎない。
10・30　デンマーク，アルバニア，オーストリア，プルガリア，クロアチア，
チェコ共和国，ハンガリー，ポーランド，ロシア，スロバキア共和国，スロベ
ニア，スイス，旧ユーゴスラビア，レバノン，カタール，サウジアラビア，ア
ラブ首長国連邦，イエメン，ボツワナ，ナミビア，南アフリカ，アルゼンチン，
ブラジル，カナダ，コスタリカ，エクアドル，ベネズエラ，オーストラリアお
よび旧ソ連邦所属の共和国（ただし，モルドバは例外）では，監督官庁内にも，
保険者団体の監督機関内にも，被害者がその苦情の処理を委ねられるような施
設は一切存在しない。
1o・31苦情が被害者から出された場合に，顧客との正しい関係を維持するこ
とで保険会社のイメージ・ダウンを回避する目的で，保険者団体内で活躍する
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オンブズマンや苦情処理施設を，以下の諸国は持ってい㍍すなわち，ベル
ギー，アイルランド，イタリア，オランダ，ポルトガル，英国，イスラエル。
10・32　これらの諸国一ただし英国は別一および他のすべての国において，
（苦情を）監督当局へ訴えることは可能である。しかして監督当局は一般に
「道義的勧告」（mora1SuaSi㎝）機能を持つ。これらの監督当局には，（保険者
に）支払を強制したり，填補金額の再検討を強要する権限はないにしても，一
層詳しい説明を求めることはできる。監督当局は，保険会社が法の著しい不順
守を示した場合に限り，行政罰を課したり，その他の措置を採ることができる。
これらの制裁は時に営業免許の取消を含む。
10・33司法的解決に関する質問は以下のことを明らかにした。幾つかの国は
この問題について統計資料を持っていないということを。裁判による紛争の処
理は，一般的に極めて希である。たとえ，物損と人損の間に違いがあること，
および，人損の場合には訴訟に持ち込まれる確率が高いという興味ある違いは
あるにしても。事実，モロッコとコスタリカでは，人損事故の3分の2が裁判
で解決されており，他方チュニジアでは，物損の5％に対して人損はその90％
が裁判によって解決を見ている。チリとペルーでは，裁判による解決が100％
に達する。理由は，人損関係の請求はすべて裁判で処理されているからである。
他の回答は，事故のうちで訴訟に持ち込まれた件数の割合を扱っているが，そ
れはカタールの25％から，アルバニアのO．02％まで広範囲にわたる。平均して，
これら訴訟に持ち込まれたもののうちのほぼ半数一この割合は国によりいろ
いろであるが一が判決以前の和解で解決されている。カナダでは，この割合
はもっと高い。なぜなら，訴訟に持ち込まれる7％の事件のうち，実際に判決
で解決を見るのは2％弱だからである。日本は，裁判で解決されるのは死亡・
傷害を含むすべての人身事故の内のL4％に過ぎないという数字を提供してい
る。
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x交通安全対策
11・1　質問票中の質問の多くが，法律により命じられるか，異なるマーケッ
トに適用がある安全施設と，保険会社がそれらの安全施設にどれ穫の資金援助
をしているかに関するものであった。
11・2　アルバニア，インド，レバノン，パキスタン，カタール，サウジアラ
ビア，アラブ首長国違邦，イエメン，ケニア，エクアドル，パナマおよびパラ
グアイの諸国を除くすべての国で，自動軍の場合はシートベルトの着用が，ま
たオートバイ・スクーター類の場合はヘルメットの着用が法律上義務付けられ
ている。アルゼンチンとナイジェリアの場合は，これらの着用が幾つかの地方
自治体によって強制されているに過ぎないので，その効果も限定的である。ス
ペインとポーランドでは，シートベルトとヘルメットの着用も都市部以外の道
路について強制しているに過ぎない。他方，スペインの都市では，排気量が
125㏄以上の二輸のモーターサイクル利用者には，ヘルメットの着用を義務付
けている。マルタとペルーでは，ヘルメットの着用は義務的であるが，シート
ベルトの着用は義務的ではない。ベルギー，デンマーク，ドイツ，アイルラン
ド，ルクセンブルク，オランダ，英国，オーストリア（自動軍にシートベルト
の設備がある場合のみ），ハンガリー（設備があり，かつ，都市以外の場所で
のみ），ポーランド（章にシートベルトの設備が備わっている場合のみ），ス
ウェーデン，アルゼンチンおよびカナダでは，自動車の後部座席の乗客につい
てもシートベルトの着用が義務付けられている。イタリアとイスラエルでは，
後部座席の乗客についてはシートベルトの着用を義務化していないが，ユ991年
以降に生産される車はすべて後部座席用のシートベルトの設備を備えていなけ
ればならない。
11・3　義務化されているシートベルトとヘルメット着用の規制に従わなかっ
た場合，一定の刑事罰が課せられる。しかしながら，以下の国ではこの違反は
保険者の填補責任額の決定になんら影響しない。すなわち，デンマーク，ブル
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ガリア，フインランド，アイスランド，ルーマニア，スウェーデン，香港，イ
スラエル，ジンバブエ，ブラジル，チリ，コロンビア，コスタリカ，メキシコ，
ベネズエラおよび旧ソ連邦所属の共和国（ただし，モルドバは除く）の諸国が
それである。他のすべての国では，シートベルトとヘルメットの不着用は，そ
れが適当とされる場合は保険金支払の拒否事由にはならないが，場合によって
は，つまり因果関係上不着用が被害者側の寄与過失に当たるとされる場合，緒
果的に保険金が減額される場合がある。そのような保険金の減額を定めている
国は，ドイッ（30％から60％の滅額），オランダ（35％までの減額），クロアチ
ァ，スロベニァと旧ユーゴスラビア（30％までの減額），トルコ，モロッコお
よびカナダ（25％の減額），スイス（20％の減額）などである。フランスでは，
寄与過失はドライバーについてのみ適用があり，乗客には適用がないようであ
る。
11・4　以下の国では，交通安全対策は政府の手で行われており，保険会社の
関与はない。すなわち，ギリシャ（しかし同国では，自動車賭償責任保険料の
1％が道路維持基金に投じられている），イタリア，オランダ，アルバニア，
マルタ，ノルウェー，ルーマニア，トルコ，香港，オマーン，パキスタン，カ
タール，サウジアラビア，アラブ首長国連邦，イエメン，ボツワナ，ケニア，
ナミビア，ナイジェリア，ジンバブエ，アルゼンチン，ボリビア，チリ，エク
アドル，メキシコ，パナマ，パラグアイおよびオーストラリアがそうである。
他のすべての国では，保険会社が交通安全対策に財政的に寄与しているか，交
通安全のキャンペーンを率先してやっており，この場合活動の推進母体は保険
者団体である。他方以下の諾国では交通安全組織への一一保険料を基準とした
一強制的拠出が命じられている。すなわち，ギリシャ，オーストリア，クロ’
アチア，フィンランド（1．2％），モルドバ，スロベニア，スイス（0．75％），
旧ユーゴスラビア，インド，イスラエル，日本モロッコ（0，3％），チュニジ
ア，コスタリカ。
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11・5　ドイッでは，ドイッ保険協会が2つの研究所を持っている。うち一一つ
は予定されている道路建設，交通環境整備および照明システムの構築に当たり
採用されるべき施策についての統計的分析と技術的評価を任務とするもの。こ
れらはすべて事故発生率の減少を目指すものである。いま一つは技術的研究を
するもので，自動車を　層安全なモノとするために必要な機械的・技術的改良
の研究を行うものである。
孤　アメリカ合衆国
12・ユ　本レポートは，アメリカ合衆国に存在する主要な法律的特徴について
の短い調査を含んでいる。合衆国の50州が独自の法体系を有し，しかもそれら
州独自の法体系は連邦法というヨリ広範な枠内で作動している。
12・2　自動車賠償責任保険は，以下の諸州を除く全米の43州で強制化されて
いる。自動車賠償責任保険が強制化されていないのは，アラバマ，フロリダ，
アイオワ，ミシシッピー，ニューハンプシャー，テネシー，バージニア，ウイ
スコンシンの諸州である。アラスカでは，公用章（govemment　vehicles）は
除外されている。コロラドでは，公用車，オートバイ，モペッド（原動機付き
小型二輪車）が除外されている。コロンビア特別区では，タクシーが。イリノ
イ州では，公用車，農耕用自動車，バスおよびレンタカーが。モンタナ州では
州所有車，オートバイおよび，極めて希にしか公遺を走らない車には強制保険
への加入を義務付けていない。他方，自動車賠償責任保険が強制化されていな
いウイスコンシン州で，スクール・バスは同保険に加入していなければならな
い。
ユ2・3　すべての州が「賠償資力法」（’financial　responsibi1ity”laws）を採用
しているが，同法は一般に，ドライバーが自動車事故の緒果他人に人損または
物損を与えた以後に初めて作動を開始する。
12・4　賠償資力法は，最初の事故の際に賠償資力を欠いていたドライバーに
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対して，事故後も車を運転するのであれば，賠償資力を備えていることを証明
するように要求する。したがってドライバーは，以後の事故の際には被害者に
賠償するための資金を有していることを確実にするため，保険を購入するか州
政府にその他の保証（保証ボンドか現金）を供託しなければならない。
12・5　しかしながら賠償資力法は一般に，自動車運転者が同法の要求に従う
前に，少なくとも一度は賠償資力を持たずに事故を起こすことを許しているの
で，近年は益々多くの州が強制自動車賠償責任保険法を制定して，「最初の事
故」の犠牲者をより手厚く保護しようとしている。
12・6　以下の点は忘れてはならない。すなわち，強制自動車賠償責任保険法
は州がすべてのドライバーに求める最低の保障であるのに対して，賠償資力法
が求めるのは最高の保障だということを。
12・7　ノーフォルト制は14州で採用されている。このことは，ノーフォルト
制度を採用しているこれらの州では，自動車賠償責任保険は，誰の過失で事故
が起こったか，あるいは，事故を引き起こしたのは誰かとは無関係に，事故に
より生じた損害を填補することを意味する。この研究を通して以下のことが判
明した。すなわち，ノーフォルト制度は，米国北東部の人口が欄密な諸州で強
制されていること。ただし，メイン，ニューハンプシャーおよびバーモントの
3州は例外。米国の北部では，コロラド，カンサス，ケンタッキー，ミシガン，
ミネソタ，ノースダコタ，ユタなどの中央に位置する諸州でノーフォルト保険
が強制されている。さらに，南部ではフロリダで，また西部ではハワイで，
ノーフォルト保険制度が採用されている。
12・8　合衆国の保険制度は，人身事故カベーを内容とする自分のための保険
の存在を認めており，同保険は自動車事故の結果被保険者が被った人身損害を，
事故を起こしたドライバーが所有している保険とは無関係に，填補することを
意図している（Uninsured　Motorist　Coverage＝無保険運転者担保のこと一訳
者注）。
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12・9　12の州（アーカンソー，デラウエア，コロンビア特別区，メリーラン
ド，ニューハンプシャー，オレゴン，サウスカロライナ，サウスダコタ，テキ
サス，バージニア，ワシントン，ウイスコンシン）では，この保険に基づいて
裁判で補償を請求できる額には何らの限度額もない。保険契約者は，もしも彼
が，事故を起こしたドライバーの保険では自分に生じた損害を償うのに十分で
はないと考えるときは，そのドライバーの保険の適用を拒否する権利を持つ。
12・！0　自動車事故に適用を見る墓本原則は，自分の故意または過失で他人に
損害を与えた者はその他人に対して損害賠償の義務を負うが，もしもその他人
（被害者）も事故の発生につき何らかの過失がある場合には，被害者もそうで
なければ有したはずの賠償講求権を失うというものである。この極めて厳しい
寄与過失（c㎝tributory　neg1igence）の原則は長い年月の聞に，ほとんどの州
で比較過失の原則によってとって代わられた。
12・11　この比較過失の原則によれば，自動軍運転者の責任は被害者の過失の
程度に応じて減額されるというものである。この過失の程度は一定のパーセン
トで把握され，それは通常，裁判所により判定される。
12・12比較過失法は，被害者の過失について程度に差はあるとしても，現在
全米の44州で採用されている。アラスカ，カリフォルニア，フロリダ，ケン
タッキー，ルイジアナ，ミシガン，ミシシッピー，ミズーリ，ニューメキシコ，
ニューヨーク，ロードアイランド，ワシントンの諸州で比較過失法は，被害者
の過失とは無関係に，被害者に損害賠償を得ることを許している。ほとんどが
米国の北東部に位置する19州で，被害者の過失の方が事故を引き起こしたドラ
イバーの過失より大きい場合に，被害者が賠償を得ることを禁じている。他方，
以下の13州（アリゾナ，アーカンソー，コロラド，ジョージア，アイダホ，カ
ンサス，メイン，ネブラスカ，ノースダコタ，サウスダコタ，テネシー，ユタ，
ウエストバージニア）では，被害者の過失がドライバーのそれと同程度でも，
被書者が（加害者から）賠償を得ることを許していない。
　178
　　　　　　　　　　　　　帷界の自動車保険』　　　　　　　　　　　　　　179
12・13　8つの州（アラバマ，アイダホ，イリノイ，インディアナ，ネブラス
カ，．オハイオ，サウスカロライナ，テキサス）で，いわゆる「好意同乗者法」
（馴eStStatute）の適用がある。この法偉によれば，事故により被害を被った
第三者は，ドライバーに重大な過失のあったことを証明できる場合を除き，自
分が同乗していた車のドライバーを訴えることはできないとされる。同法の適
用がある州のうちテキサスでは，「好意同乗者法」の効力の及ぶ範囲を，」保険
契約者の近親者に限っている。
12・14他方，「家族使用車原則」（fami1y　car　doctrine）一この原則は，軍
の所有者の家族の一員が過失ある運転をしたために生じた損害については，、そ
の車の所有者自身に賠償責任があるというもの二が全米の2！州一（ただし，こ
れらの2！州の間には地理的にいかなる関連もないが）で適用されている。これ
ら2ユ州中の4州（アイダホ，アイオワ，ミネソタ，ニューヨーク）では，車の
所有者は家族が起こした箏故の緒果について賠償の責めを負うほか，彼が明示
または黙示の承諾を与えた人の起こした事故の緒果についても賠償の責めを負
うとされる。
12・15保障基金，自動車の賠償貢任保険を扱える保険会社，さらには責任準
備金や保険料率についての惰報は概括的である。それにも拘らず我々は，全米
のほとんどの州が，支払不能に陥った保険会社と契約していた保険契約者の，
または保険契約者に対する正当な保険金請求についてはその支払に応じるため，
保障基金と同種の機構を宥していることを知りうる。これらの基金の財源は，
各保険会社がその保険引受能力に応じて負担している。
12・16　（全米には）いま一つの仕組，すなわち一般に“assigned　risks”また
は“joint’㎜derwriti㎎association　p1an”一日本語では一般に「特別危険割
当制度」などと訳される＝訳者注一がある。これは，例えば過去の運転歴
（事故歴）が劣悪なために任意保険市場では保険の入手が不可能な人に自動車
の賠償責任保険の入手を可能にしている制度であ乱
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12・17自動車賠償責任保険の営業が許されているのは，株式会社に隈られる。
ただし，ロイズ型の組合にも営業を許している州がごく僅かある。全米の多く
の州で，引受危険の大きさに応じた資本金の維持を要求しているし，それらの
資本金がヨーロッパで見られるソルベンシー・マージン（支払余力）と同じ機
能を果たしている。I．B．N．R．（発生済み，未報告）準備金を含む総責
任準備金は十分に積むよう要請されている。
12・18保険料率は保険者により自由に決められているが，「純」保険料率は
州政府（1oca1govemment）が決定し，付加保険料率のみを保険者の自由な決
定に委ねるべきではないかという主張がごく僅かの州で目下行われている。保
険料率は危険要素に基づいて差別化されているが，近年差別化分類項目中の幾
つか，例えば性別，人種などに関して合衆国憲法に違反しているのではないか
との問題が，大論争の的になっている。
12・19一つの州で適法に登録された車は，互恵主義の原則がある限り，合衆
国のすべての州を自由に走ることができる。車の登録は，ある州での箪の使用
が長期に亘る場合に限り義務的である。その期問は，幾つかの州の31日から，
他の州の6ヵ月までというようにまちまちである。反対に，5つの州（ハワイ，
アイダホ，ミシシッピー，オクラホマ，ウエストバージニア）では，ごく短期
の場合を除き，車の登録は義務的である。ただし，車の登録に関する以上の原
則はあまり厳格には順守されていない。
12・20被害第三者の保険者に対する直接請求権はほとんどの州で（採用を）
意図されていない。この権利（強制保険を採用しているほとんどすべての国で
広範に採用されている）は，5つの州（フロリダ，カンサス，ルイジアナ，
バーモント，ウイスコンシン）でのみ十分に検討されている。他の10州では，
被保険者に対する訴訟提起が満足に行えない場合に限って採用することを検討
している。
12・21我々は，この短い報告書中で，各州によって求められている最低の保
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険金額または保証金額を示すグラフを（付録中に）挿入した㈱。
12・22物損に関しては，最低金額はアラスカ，ネブラスカ，ニューハンプ
シャー，ノースダコタ，ロードアイランド，サウスダコタの25，000米ドル（約
250万円）から，カリフォルニア，マサチューセッツ，ミシシッピー，ニュー
ジャージー，ニューヨーク，ペンシルベニア，サウスカロライナの5，000米ド
ル（約50万円）まで色々である。
ユ2・23人損に関しては，より詳しい分類をグラフ上で行った。この場合には，
ただ1人に傷害または死亡をもたらした事故と，2人以上を巻き添えにした事
故とを区別した。最低付保額は、アラスカの50，000米ドル（約500万円）から
アラバマの5，O00米ドル（約5C万円）まで多岐である。すべての州で，2人以
上が事故の犠牲になった場合には，最低額も2倍に増額される。
12・24我々はまた，事故の場合に保険契約者が警察に届けるべき報告書につ
いても分析した。
12・2550州すべてで，人損事故が生じた場合，警察への届出は義務的である。
その代わり，損害が物損のみの場合には，警察への届出は損害額が一定額を趨
えた場合に限られる。止その額は，アラスカの500米ドルから，アラバマの50米
ドルまで幅がある。これに反してペンシルベニアでは，事故の結果，車がもは
や安」全に運転できなくなった場合，または，、自力では走行できなくなった場合
には常に警察への届出が必要とされる。
12・26、この事故の届出は，デラウエア，アイダホ，メイン，ミシガン，ノー
スカロライナおよびサウスダコタの諸州では直ちに，ハワイ，ルイジアナおよ
㈱　上述の通り，米国各州の強制保険または賠償資力法が①人損または物損に関し定める事故1回毎
　の最低付俣必要額，②人が1人受傷または死亡した場合の事故1回毎の最低付保必要額，③ユ回の
　事故で2人以上の人が受傷または死亡した場合の最低付保必要額についてそれぞれグラフ化したも
　のが泄界の自動箪保，険』のpp．478，479，48Cに載っている。本稿ではそれらを本稿の末尾に「付
　表一7」「付表一8」「付表∵9」として転載した。
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びワシントン州では事故時から1日以内に，ミズーリ州では最高60日以内と定
められている。
ヱ2・27この事故の届出は，13州では，地区警察，場合によってはハイウ
エー・パトロールまたは郡保安官にもしなければならない。アーカンソー，イ
ンデイアナ，ルイジアナおよびメインの諸州では，事故報告は州警察に行わな
ければならない。これに対し残りの州では，事故報告は国家保安省，運輸省も
しくは陸運局（Dept．of　Motor　Vehicles）へ送付しなければならない。
12・28損害賠償講求がなされるべき期限は，極めてまちまちである。人損に
ついての賠償請求は，アラバマ，カリフォルニア，ケンタッキー，ルイジアナ
およびテネシーの1日という最短のものから，コロラド，メイン，ミネソタ，
ミシシッピー，ノースダコタ，サウスカロライナ州の最長6日までと色々であ
る。物損についても請求期限があり，最短はアラバマとルイジアナ両州の1日
から，最長はロードアイランドの10日まで色々である。事故の結果死亡した場
合，賠償請求期間はカリフォルニア，コロンビア特別区，ケンタッキー，ルイ
ジアナ，ペンシルベニア，テネシー諸州の死後1年以内という短いものから，
ミシシッピーとサウスカロライナ両州の6年という最長のものまである。賠償
請求は，コロラドとコネチカット両州では，事故日から2年以内に，また，ミ
ネソタとオレゴン両州では事故日から3年以内に管轄権のある裁判所
（co㎜petent　authorities）に提起されなければならない。
12・29今度の調査の結果，以下のことが判明した。すなわち，連邦制を採っ
ている他の国々とは違い，米合衆国の法律制度は州ごとに著しく異なっている。
各州は，強力な立法上の自主権を持ち，そのことは保険法の分野に限らず，特
に刑事制度の分野での違いに端的に現れている。
刈　結論
13・ユ　我々がこれまでに解説したところから，以下の点は明らかであろう。
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すなわち，自動車賠償責任保険は個々人にとって極めて有用であるばかりでな
く，それはまた，我々の調査が詳細に示すように，潜在的な危険という重い負
担を軽減するための社会的道具として大いに役立っているということ。保険は
この仕事を一般原則からの乖離と，民法の典型的な道具を通して遂行している。
かくして保険は，損害賠償金を罪のない犠牲者に給付することを通して，公共
の目的に役立っているのである。
13・2　自勲車賠償責任保険がほとんどの国で強制化されているのは以上の理
由に基づく。ただし，経済的・人的関係の発達が未成熟な旧ソ連邦や中国，さ
らに南アメリカの諾国は例外だとしても。しかしながらこれらの国においても，
国際的な趨勢に沿って自動車賠償責任保険を義務化する過程が目下進行中であ，
る。
13・3　同種の傾向は，旧ソ連邦所属の共和国やアルゼンチンでも明瞭に看取
される。例えばアルゼンチンでは，同連邦内の各州で，今年中の強制保険化を
命じる政府布告の立法化の作業に従事中のはずである。
13・4　米合衆国でも，事態はある程度統一化の方向に向かっている。自動車
賭償責任保険が米国全土で強制化されていないのは事実であるが，同時に，各
州の法律が将来遭遇する可能性のある自動車事故をカバーするため高額の保証
金の提示を義務付けているのも事実である。
13・5　米合衆国における自動率保険の普及率は，最新のデータが示す通り極
めて高い。すなわち，自動箪保険関係の保険料収入は損害保険分野の総収入保
険料の44％に逢しており，この数字は欧州連合や日本の平均38％という数字よ
りも高い。事実，保険の普及率，すなわち国民一人当たりの保険料を見ても，
米国は他の二つの地域（欧州連合と日本）より高い。
！3・6　東欧でも，自動車賠償責任保険は着実に損害保険の最も重要な分野に
なりつつあり，モータリゼーションの進展につれて保険料収入も膨らんできて
いるが，これは経済の自由化の結果にほかならない。従来の国家主導型経済体
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制下では，政治的理由から保険料も人為的に低く抑えられていたし，また旧ソ
違邦のように自動車の賠償責任保険の実施を拒否していたこともあって，この
分野の比重は大したものではなかったが，今日では事情が変わり，損害保険全
体に占める自動車関係の保険料の占める割合は大きい。すなわち，ハンガリー
では40％を，ポーランドとスロベニアでは30％を，ルーマニアは26％をそれぞ
れ超えており，この点は他の東欧諸国も同じ傾向を示しつつある。
13・7　モータリゼーションの進展と，それにともなって生じた事故の多発は，
立法者をして強制自動車保険の担保範囲を物損にまで広げさせた。たとえ自動
草保険の主たる社会的役割が依然として人損への保険保護の提供だとしても。
ヨーロッパでは，物損についての自動車保険は事実上すべての国で強制化され
ている。これに対し，コモン・ロー（判例法）を採用しているヨーロヅパ以外
のほとんどの国で，自動車の強制保険の対象は人損のみに限られている。今や
社会的交流の手段にまで成長した自動車という必需晶について包括的保険カ
バーを与えるのが一般的傾向である。
13・8　モータリゼーションの進展がもたらしたいま一つの結果は，多くの国
が見なし過失（presumed　fault）の原則を法制度中に取り込んだことである。
この原則の採用により，被害者はもはや事故を起こした者の過失を立証する義
務を免れるとともに，事故を起こした者が（責任を免れるには）自己の無過失
を証明する責任を負わされることとなり，かくして今や法制度は，自動車事故
の場合をそれ以外の違反行為の場合より一層厳しく扱うようになったと確認で
きる。
！3・9　法の厳しさは国が行使する規制の面にも見られる。他の保険分野より
も自動車保険に対する規制の方が厳しい結果となっているこの種の規制には，
以下のものが含まれる。すなわち参入条件，営業資格，支払余力などについて
のチェッれ保険証券記載の普通保険約款についての検証。十分な準備金につ
いての要求。多くの国で行われている，資産運用についての監督（十分な投資
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を行う要求を伴った）。俣険金決済についての監督（裁判外のチャンネルを通
じてでも被害者の利益を守るため国が直接に介入する）。
13・10他方，保険料率の決定の面では国の介入もさほどではない。事実，競
争を促し，結果として保険商品の質を改善させるために，保険会杜が保険料と
して課す価格の自由化は漸次的でしかなかった。
ユ3・ユユ　自由市場が不公正競争に結び付かないことを確実にできるか否かは立
法者次第である。この不公正競争がL一他の分野より特に白動車保険分野にお
いて一しばしばキャッシュ・フロー・アンダーライティング（cash　f1ow
㎜derwriting）の危険を犯させ，．保険会社に恐ろしい結果をもたらした。それ
故すべての国一なかんずく保険料率を政府が決定している国一は，保険会
社の支払余力と諸準備金について必要な監督を行うことが肝要である。また保
険の独占が行われている国では，十分な保険法制の整傭が行われなければなら
ない。
13・12保険金の決済に関しては，規制，順守すべき期限，損害査定基準など
の面だけでなく，保険会社が提供する仮払金（provisional　damages）の額の面
でも多くの違いがあることが分かった。もちろんこれらの違いは遅かれ早かれ
除去されるであろう。国際交通の一層の発展は採用されるシステムの漸次的統
一をもたらさずにはおかないであろう。国家同士の連合体は特に，人と物との
自宙な移動と調和した一つの「白動車法」体系を作り出すに違いない。
13・13損害率は，損害の発生頻度と平均支払額からなる保険担保費用（保険
料のこと一訳者注）に重くのしかかる。交通安全政策と交通安全法規のヨリよ
い実施は，交通事故件数を減少させ，事故の影響を減じる。事実，自動車の安
全性を高め，交通規則を順守させるための一違の精力的活動が昨今ほとんどす
べての国で行われている。我々の調査の有用さ一専門家にとって有用な比較
のための道具を提供するという間題とは別に一は，交通安全施設の一層の充
実に向けて強力なインパクトを与えることにある。そのことは，交通安全意識
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　185
　186　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第365号
の高揚に資する措置の採用と結果としての損害率の減少を通じて，潜在的危険
を全貫でコントロールすることに通じる。この方法によってのみ，低価格での
ヨリよき保険商品の提供が可能となるのであ乱
皿　訳者あとがき
　A　I　DAの自動車保険作業部会の報告書『世界の自動車保険」は，現時点で
は最も網羅的で，最も最新の資料を我々に提供してくれている。世界の113カ
国からの回答を基にまとめられたものとはいえ，これが整理に費やされた努力
は大変だったと想像される。このA　I　DAのなみなみならぬ努力にまず感謝の
意を表したい。それでは以下，翻訳中に気の付いた点を列記して，結びに代え
たい。
1．まず第1に気の付いた点は，わが国のように，事故被害者の救済を下積み
の自賠責と上積みの任意の二本建て構造でおこなっている国は世界に皆無だと
いうことである。したがってこの点は正に特殊日本的で，それゆえ日本からの
回答に接したA　I　DAの自動車保険作業部会も回答の内容が自賠責（強制保
険）に関するものなのか，任意保険の部分に関するものかの判断に迷ったであ
ろうと想像される（いな全体の印象から言えば，A　I　DAの作業部会が果して
日本の二本建て構造という世界に類を見ない特殊構造の存在に十分気付いてい
たかさえ疑わしい程である）。それ程に日本の二本建て構造は世界的に見て特
殊だということである（ただし，「特殊だから悪い」ということでは決してな
い）。
2．自動車賠償責任保険が西および中央ヨーロッパのすべての国で強制化され
ているのに，ロシアと旧ソ連邦所属の各共和国は別とのこと。この点は，私が
冒頭で紹介した『保険学雑誌』申でも触れた通り，旧ソ連邦では従来から「悪
いことをした者がその結果について賠償すべきであるという不法行為法の心理
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的基盤を弱めるという懸念から，責任保険は決して認容すべきではないと考え
られてきた」（前掲拙稿p．141参照）ことの結果にすぎない。それゆえ，今日の
ように政治情勢が根本的に変われば，ロシアと旧ソ連邦傘下の各共和国の態度
も早晩変わると予想される（訳文を見ると，エストニア，モルドバ，アルバニ
アの三国はすでに強制保険を実施しており，ラトビアとウクライナも実施間近
という）。
3．西ヨーロッパの強制自動車賠償責任保険は，イギリスを含め実質上人損と
物損の両者を担保しているのに，他の大陸では19の国が担保範囲を人損のみに
限っているという。人損に限っている国の中の主要国としては，日本，インド
ネシア，オーストラリア，ニュージ」ランド，ブラジル，アルゼンチンなどが
挙げられるが，世界的趨勢としてはこのように担保範囲を人損のみに限ってい
るのは，今や少数派と言えるであろう（ただし，私自身は強制保険の担保範囲
を物損にまで広げるのに反対である）。
4．人損については，世界の37カ国が無制限の担保を提供しているという。こ
れ以外の国では，強制保険が提供する担保の最低付保必要額も急速に低下し，
南米のコスタリカ，ブラジル，ベネズエラのそれは2，000米ドル（約20万円）
を下回り，インドネシアは950米ドル（約10万円），エストニアに至っては109
米ドル（約1万円）に過ぎない。経済の発展段階と1人当たり国民所得の違い
がもたらす人命価値の極端な格差と言えよう。
5、調査に協力した113カ国中約15カ国で，本来は櫟き逃げまたは無保険の場
含の被害者の救済に当てられるべき保障基金が，支払不能に陥った保険会社と
契約していた自動車の被害者の救済基金として用いられていると言うのは，い
ささか驚きであった。
6．次は重要な「不法行為責任の原理原則」についてであるが，現在でも主流
は依然として過失責任主義であると言ってよい。ただ；フランス5イタリア，
ポーランドなど21カ国ではモータリゼーションがもたらす危険の特殊性ゆえに
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「見なし過失」の法理を採用しており，この場合には事故を起こした人が責任
を免れるためには，事故の発生回避のためにすべての手段を尽くしたことを自
ら証明しなければならないとされる。以上の「過失責任主義」と「見なし過失
主義」を採用している国以外に，絶対責任主義あるいは厳格責任主義を採用し
ている国が世界に20カ国ほどもあるという。
7．保険者により課せられる保険料が，ナミビアと南アフリカでは石油への付
加税で賄われているという。何とも羨ましい限りである。回答を寄せたうちの
29カ国で，料率を保険会社が自由に決めることができるという。他方，18カ国
と，オーストラリアのクイーンズランド・ビクトリアの両州では，料率は国ま
たは州が決定する。なお，これら18カ国中，イタリアとルクセンプルクは，第
3次E　C指令にしたがって，料率に関する国の規制は問もなく廃止されるとの
こと。
8．損害率に関しては，スペインとデンマークの事故率が30％を超え，最高で
あることが明らかとなった。事故率は全体に減少傾向にあるのは確かだが，少
なくとも20カ国で依然非常に高いという。損害率はその国の経済発展の度合い
とは必ずしも一致せず，西欧の先進国でも，東欧の幾つかの国でも，さらには
アフリカの幾つかの国でも，同じように高いとのこと。
9．シートベルトとヘルメットの着用は，ケニア，ナイジェリアの一部，エク
アドル，パナマ，パラグアイおよびペルーを除くすべての国で義務化されてい
る。さらに，義務化されている国のうちの約10カ国で，シートベルトの装着義
務違反に対しては，事故の場合に保険会社が支払う保険金の額を滅じる措置を
講じている。理由は，安全ベルトの不着用は被害者倒の寄与過失に当たるとの
考え方からである。
10．自動車賠償責任保険は米合衆国のほとんどの州（44州）で強制化されてお
り，また同保険が強制化されていない州ではそれに代わる法制度が存在し，そ
れらはすべて万一の事故への傭えを通して自動車所有者の注意を喚起すること
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で，自動軍事故の数と影響を減少させようと意図されているという。賠償責任
に関しては，現在は僅か7つの州が「寄与過失法」に拠っているに過ぎず，残
る44の州は被害者の過失に応じて加害者の賠償責任額を滅額するにとどまる
「比較過失法」の採用を義務付けているとのこと。また，地理的にまったく関
連のない15の州で「好意同乗者法」（Guest　Statute）の適用があり，同法に拠
ると，車に同乗中に被害を受けた第三者は，車の運転者に「重大な」過失が
あったことを証明しない限り，同乗していた車の運転者を相手に賭償訴訟を提
起できない，という。
11Iヨーロッパの一般的水準と比べた場合，米合衆国での最低付保必要額は著
しく低いという。しかしながら，これらの低い付保必要額も，合衆国のほとん
どの州で，ひとたび事故を起こした場合に法律で義務付けられている重い補償
確保義務に裏打ちされており（「賠償資力法」のことを言っている），そしてこ
のことが，法律により付保が義務付けられている最低限度額の一般的引上を結
果しているという。
12．国による管理の厳しさは，自動車保険の場含，他の保険種目についてより
一層厳しいという。反対に，料率の決定に関しては国の介入もさほどではない
とのこと。そして事実，保険会社が保険契約者に課す価格は漸次自由化の方向
にあり，そのことは保険会杜間の競争の促進と，競争を通じての保険商品の改
善を意図したものだとされる。
13．自由市場が不公正な競争に陥ることのないように監視することが，各国の
保険監督機関の任務だという。理由は，自動車保険市場における不公正競争は，
他の分野以上にキャッシュ・フロー・アンダーライテイングに走らせる危険が
多分にあり，その結果保険会社が倒産するという危険が皆無ではないからとさ
れる。
以上，本稿の訳文に即して，我々の興味を引く叙述を紹介してみた。本稿の
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訳文には以上のほかにも興味をそそる叙述は数多くあるが，以上をもって本稿
を閉じることとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1995．4．4）
注記本稿の基の著書である『世界の自動車保険』は，昨年（ユ994年）8月シ
ドニーで關催のA　I　DA世界大会の会場で初めて一般に披露されたもの。私は
「早稲田商学研究基金」の援助を得て同大会に出席することができたお陰で，
他の人より早く同書を入手することができ，お陰で本稿を執筆することもでき
た。よって本稿は，上記研究基金の援助のお陰と言ってよい。ここに特記して
深甚なる謝意を表する次第である。
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付表一1 登録台数÷人口（％）
19ユ
ユ992年
　　　　サン・’マリノ
＃ホニュージー・ランド
　　　　　　　モナコ
　リヒテンシュタイン
　　　　　　‡カナダ
　　　　　　バチカン
　　　ルクセンプルク
　　　　アイスランド
　　　　　　キプロス
　　　　　　イタリア　　　　スウェーデン
　　　　　｝フランス
　串‡オ＾ストラリア
　ヰ‡‡オーストリァ
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　　　　　ラトピア
　　　　　オマーン
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保有台数を知らせてこなかった團1アルメニア，ペラルーシュ，エストニア，グルジア，リトァニア，マケドニア，
ウクライナ，旧ユーゴスラビア、アセルバイジャン，中国、香港，インド，イラク，ヨルダン，カザ7スタン，キル
ギスタン，クウェイト，パキスタン、サウジアラピア，シリァ、タジキスタン，トルクメニスタン，アラブ首長国違
邦、ウズペキスタン、アルジュリア，ベニン，プルキナ・ファソ，カメルーン，中央アフリカ連邦，チャド，コンゴ，
エジプト．ガポン，アイポリ・コースト，ケニア，リビア，マリ，ニジェール，ナイジェリア、セネガル，スーダン，
トーゴ，チュニジア，ジンバプエ，ボりピア，チリ，エクアドル，パラグアイ、ペネズエラ也
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付表一2　最低付保必要額（人損）
米ドル換算
スウェーデン
　　　　デノマーク
　　　アイスランド
　　　　　　スイス
リヒテンシュタイン
　　　　　オランダ
　　　オーストリア
　　　　　イタリア
　　　サン・マリノ
　　　　　バチカン
　　　　　　ドイツ
　　　　ポーランド
　　　　　　日　本
　　　　ポルトガル
　　　　アルバニア
　　　　　ナミピア
　　　　　　カナダ
　　　　　ギリシャ
　　　　　スペイン
　　　　　　モナコ
　　　　　ヨルダン
　　　　チュニジア
　　　　スロペニァ
　　　アルゼンチン
　　　　クロアチア
　　　　　　トルコ
　　　　コロンビア
　　　　コスタリカ
　　　　　ブラジル
　　　　ベネズェラ
　　　インドネシア
　　　　エストニァ
ペルギー、フランス、アイルランド，ルクセンプルク、棄園、アンドーラ、
フ）レガリア、キプロス、チェコ共和国、フィンランド、ハンガリー、マルタ、
モルドパ、ノルウェー、ルーマニア、スロパキア共和国、番港、インド甜イラク、
イスラエル、クウェイト、マレーシア、オマーン、パキスタン、カタール、
シンガポール、シリア、アラプ首長国違邦、アルジェリア、エジプト、ケニア、
リビア、モロッコ、ナイジェリア、南アフリカ、スーダン、ジンパプエ、
オーストラリア、ニュージーランド（以上：限慶額なし） 1
36，120，354
10，57皿，876
6．021091
2，031，145
2，031，145
1，034，232
987，412
880，297
880，297
880，297
578，537
33島，034
223，742
199，240
179，827
147，852
142，247
140，906
u2，678
85，177
71，357
48，327
45，740
30，000
7，629
5，164
2，131
1，561
1，500
1，419
950
l09
O　　iO，OOO，000　20，OOO，OO0　30，OOO，000　40，OOO，OO0　50，000，OOO
（1993年！2月31日現在の公式換算率による〕
最低付保必要額を示さなかった国1台湾，ペニン．ポッワナ，ブルキナ・ファソ．カメルーン，中央アフリカ共和国，
チャド，コンゴ、ガポン，アイボリ・コースト，マリ，モーリシャス，ニジェール，セネガル，トーゴ，チリ。
自動率賠償貢任保険が強制化されていない国＝アルメニア，ベラルーシュ，グルジア，ラトビア，リトアニア，ロシ
ア、ウクライナ，アゼルパイジャン，中国，カザフスタン，キルギスタン，レパノン、サウジアラビア，タジキスタ
ン，トルクメニスタン，ウズペキスクン，イエメン，ポリビア，エクアドル，メキシコ，パナマ，バラグアイ，ペ
ルー口
公式な換算率のない国：マケドニア、旧ユーゴスラビア。
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付表一3　最低付保必要額（物損）
米ドル換算
ペルギー、ルクセンプルク、プルガリア、チュコ共和国。ハンガリー、
スロバキア芙和国、インド・イラク、パキスタン、カタール、シりア、
アラプ首長国違邦、アルジェリ’ア、モロッコ。似上1限度額なし〕
　　　スウェーデン
　　　　　　スイス　　2，031，145
リヒテンシュタイン　　2，031，145
　　　　デンマーク　　　1，028，215
　　　アイスランド　　1，304，107
　　　　　オランダ　　1，034，232
　　　オーストリア　　9昔7，412
　　　　　イタリア　　880，207
　　　サン・マリノ　880，297
　　　　　バチカン　　8島O，297
　　　　　モルドバ　550，OOO
　　　　　フランス　511，065
　　　　アンドーラ　511，065
　　　　　　英　　直劃　　370，300
　　　　ポーランド　33君，034
　　　フィンランド　3u，963
　　　　　　ドイツ　　231，4i5
　　　　一｛ノレトフデ’レ　　199，240
　　　　　オマーン　195，774
　　　　　ナミビア　1〃，852
　　　　ノルウユー　13ヨ，594
　　　　　　マルタ　127，372
　　　アィルランド　113，160
　　　　　キプロス　g6，718
　　　　　　モナコ　85，177
　　　　　ヨ’レダン　　71，357
　　　　チュニジア4島．327
　　　　クウェイト　47，091
　　　　スロベエア　45，740
　　　　アルパ．ニア　44，956
　　　　　スペイン　31，691
　　　　　ギリシャ28，1ε1
　　　　クロアチア　7，629
　　　　　　カナダ7，4君7
　　　　エストニア　2，176
　　　　コロンビァ　2，131
　　　　　　ト’レコ　　1，29i
　　　　ペネズエラ　1，041
　　　　jレーマニア　　77
36，1　0，354
O　　lO，OOO，OO0　20，OOO，OO0　30，OOO，OO0　40．OOO・OO0　50，OOO，OOO
（1993年ユ2月β1目現在の公武換算峯による）
車両価格：スーダン直
強制保険法は人損にのみ適用がある国：香港、インドネシア，イスラエル，日本，マレーシア．シンガポール，ポッ
ワナ，、エジプト，ケニア，リビア，ナイジェリア，南アフリカ，ジンパブエ・アルゼンチン・ブラジル・チリ・コス
タリカ，オーストラリア，ニュージ］ランドo
最籔付保必要額を知らせなかった国：台湾，ぺニン，プルキナ・ファソ，カメルーン，中央アフリカ共和風チャド，
コンゴ，ガポン，アイポリ・コースト，マリ、モーリシャス、一ニジェール，セネガルパトーゴ血
自動箪賭潰責径保険が強制化されていない国＝アル羊ニア’ベラルーシュ，グルジア、ラトピア∴リトアニア・ロシ’
ア，ウクライナ，アゼルバイジャン，中国．カザフスタン．キルギスタン、レパノン、サウジアラピア，タジキスタ
ン，トルクメニスタン，ウズペキスタン，イエメン，ボリビア、エクアドル、メキシコ。パナマ。パラダアイ。ペ
ルー血
公式な換算率がない国：マケドニア，旧ユrゴスラビア．曲
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保障基金が受理した講求件数÷事故数（％）
1992年
　　　　　　　＊＊ナミピア
＊‡オーストラリア（QLD〕
　　　　　　　　ポーランド
　　　　　　　　クロアチア
　　　　　　　スウェーデン
　　　　　　　＊＊プラジル
　　　　　　　　イスラエル
　　　　　　　フィンランド
　　　　　　　　申非スイス
＊＊オーストラリア（N　S　W）
　　　　　　　　　　カナダ
＊非オーストラリァ（VIC）
　　　　　　　　ハンガリー
　　　　　　　　＊＊英国
　　　　　＊＊アイルランド
　　　　　　　　ノルウェー
　　　　　　　　　ペルギー
　　　　　　　‡＊フランス
　　　　　　　　スロペニア
　　　　　　　　　スペイン
　　　　　　　　＊キリシャ
　　　　　　＊＊ポルトガル
　　　　　　ルクセンプルク
　　　　　　　　　　ドイツ
　　　　　　　　＊モロッコ
　　　　　　　　　イタリア
　　　　　　＊＊デンマーク
　　　　　＊＊オーストリァ
　　　　　　＊アイスランド
　　　　　　　　　＊日　本
2827
21．25
16．83
14．55
13．51
7．48
7．36
6．8
6．09
5．19
5．03
5
4．83
2．45
2．05
1．6
1，4
0．97
．O．58
O．55
O．42
O，38 QLD＝クイーンズランド州
O．28 NSW＝ニニーサウスウエールズ州
O．24 VIC＝ビクトリア州
O．22
O，18
O，07
O，07
＊19畠9
O．07 ＊＊19釦
O．07
0　　　　5 1O　　　　　　15　　　　　　20　　　　　　25　　　　　　30　　　　　　35
保障塞金を持たない国：アルメニア，ベラルーシュ，プルガリア，チェコ≡箕…和国，グルジア，ラトピア，リトアニア，
マケドニア，ルーマニア，ロシア，サン・マリノ，ウクライナ，バチカン，アゼルバイジャン，中国，インド，ヨル
ダンーカザワスタン、キルギスタン、クウェイト，レパノン，オマーン，パキスタン，カタール，サウジアラピア．
シリァ，タジキスタン，トルクメニスタン，アラプ首長国連邦，ウズペキスタン，イエメン，エジプト、ケニア，リ
ピァ，スーダン，ジンパブエ，アルゼンチン，ボリピア，チリ，コスタリカ，エクアドル，メキシコ，パナマ，パラ
グアイ，ペルー，ペネズエラ。
保障墓金が受理した請求件数が分からない国：アンドーラ，エストニア，リヒテンシュタイン，マルタ，スロバキア
共和国，トルコ，旧ユーゴスラピア，香港，インドネシア，イラク，マレーシア，シンガポール，アルジェリア，ポ
ツワナ，チュニジア。
事故件数が分からない国：オランダ，キプロス，ニュージーランド由
保障基金が1991年に発足した国：ナイジェリア，コロンピ八
自動車賠償責任俣険が発足したのが1アルバニアは1993年，モルドパは1994隼。
すぺての講求が保障基金によって補償される国：商アフリカ由
回答なし1モナコ，台湾，ぺニン，ブルキナ・フ7ソ，カメルーン、中央アフリカ共和国，チャド，コンゴ，ガポン，
アイボリ・コースト，マリ、モーリシャス，ニジェール，セネガル，トーゴ喧
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オーストラリア｛N　SW〕
最大割引
泄界の自動車傑険』
付表一5
ノルウェー（A） 80
オランダ 75
ノルウェー（B） 75
スウエーデン 75
アイルランド 70
フィンランド 70
ドイツ 65
ポーランド 60
スロペニァ 55
ペルギー 54
　’フ7ンス 50
イタリア 50
アルメニア 50
オーストリァ 50
ペラルーシュ 50
クロアチア 50
エストニァ 50
グルジア 50
ハンガリー 50
ラトビア 50
リトアニア 50
ロシア 50
サン・マリノ 5血
ウクライナ 50
パチカン 50
1日ユーゴスラビア 50
アゼルパイジヤン 50
カザフスタン 5佃
キルギスタン 5⑪
タジキスタン 50
トルクメニスタン 50
ウズペキスタン 50
ナイジェリア 5
ルクセンブルク 45
スイス 45
モルドバ 30
トルコ 3
ギリシャ 20
英国 20中　国 10
レバノン 1o
トラリア｛N lo
∩　　　　ワn　　　4n　　　拮n　　　蜆∩　　　1n∩0 　 20　 　40 　　60　　　80　　100
メリ・テ“メ制
ルクセノプルク
ベフルーソユ
サノ
旧ユーコスラビア
アゼルバイジヤノ
トルクメニスタノ
　ウスペキスタノ
ノルウユー（A〕
ノルウェー｛B）
オーストラリア
最大割増
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　…フ7ンス 250
ン 250
クロアチア 250
ベルギー 200
イタリア 200
アルメニア 200
オーストリア 200
ラ 200
エストニァ 200
グルジア 200
ハンガリー 200
ラトピア 200
リトアニア 200
ロシア 200
ン・マリノ 200
スロペニア 200
ウクライナ 200
パチカン 200
一一ゴスラ 200
．ルバイ ン 200
カザフスタン 200
キルキスタン 200
タジキスタン 200
ン 200
ズ ン 200
スイス 17
ポーランド 150
キリシャ lOO
一ルウユ 90
英国 65
ドイツ 60
ェー｛B） 50
レパノン 30
オランダ 25
一ストラ
｛NSW〕
101
0　　　50　　100　150　200　250　300
メリ・デメ制はあるが，薬を示さなかった国1デンマーク，スペイン，アルバニア，アイスランド，マルタ，香港、
インド、日本，マレーシア，パキスタン，シンガポール，ボツワナ，アルゼンチン，カナダ（ブリテイッシュコロン
ピア州のみ〕，エクアドル，メキシコ，パナマ，ペルー拮
メリーデメ制のない国：ポルトガル，プルガリア，チェコ共和国，ルーマニア，スロバキア共和国，イスラエル，オ
マーン．カタール、サウジアラピア，アラブ首長国違邦，イエメン．ケニア，モロノコ，商アフリカ，チュニジア．
プラジル．チリ，コロンビア，コスタリカ，パラグアイ，ベネズエラ。
デメリットはあるが，その率が不明な国：アイルランド，フインランド，ナイジェリア。
デメリットは存在しない国：モルドパ、スウェーデン，トルコ，中国、アルゼンチン。
回答のない国1アンドーラ，キプロス，リヒテンシュタイン、マケドニア，モナコ、インドネシア，イラク，ヨルダ
ン，クウェイト，シリア，台湾，アルジェリア，べニン，プルキナ・ワァソ，カメルーン，中央アフリカ運邦，チャ
ド，コンゴ，エジプト，ガボン、アイボリ・コースト，リピア，マリ，モーリシャス，ナミピア，ニジェ7ル、セネ
ガル，スーダン，トーゴ，ジンバブエ，ポリピア．ニュージーランド。
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付表一6 講求件数÷登録台数（％）
1992年
　　　スペイン
＊＊デンマーク
　　　イタリア
＊カナダ
＊＊オーストリア
　　コスタリカ
　　‡モロツコ
　　　ペルギー
＊アイルランド
　　‡ギリシャ
＊アイスランド
　　　カタール
　非＊フ7ンス
　　ノルウェー
　スウェーデン
　　　　　＊日　本
　　　　　　ドイツ
　　　　非非トルコ
　　　　クロアチア
　　　　＊＊英国
　　　　スロペニァ
　　　チェコ共和国
　　　フインランド
　　　　ハンガリー
　スロパキア共和国
　　　　ルーマニア
　　ルクセンブルク
　　　　＊＊スイス
　　　　イスラエル
　　＊＊コロンピア
　　＊＊ブルガリア
　　＊‡南アフリカ
　　　　ポーランド
　　＊インドネシア
串＊オーストラリア
　　　＃＊プラジル
　　　＊ホナミピア
3213
30．4
20，38
19．76
14．61
11，66
10．23
9．99
9．94
O．57
9．21
ε．33
7．65
7．35
7．1
6．39
6．36
5．42
5．i5
4．89
4．57
4．56
3－49
3，17
2．99
2．52
2．48
2．37
1．89
1．82
o．99
0．57
O，49 非1989
O．46 ＊ホ1991
o．4
O．14
O．O07
1
o　　　　　　lo 20　　　　　　30 40
請求件数が不明な国：オランダ，アルバニア，アルメニア，ペラルーシュ，キブロス，エストニア，グルジア，ラト
ピア，リトアニア，マケドニア，マルタ，モルドバ，ロシア，ウクライナ，旧ユーゴスラピア，アゼルバイジャン、
香港，インド，イラク，ヨルダン，カザフスタン．キルギスタン，クウェイト，レパノン，マレーシア，オマーン，
パキスタン，サゥジアラビア，シンガポール，シリア，タジキスタン，台湾，トルクメニスタン，アラプ首長国違邦，
ウズペキスタン，イエメン，アルジェリア，ポッワナ，エジプト，ケニア，リピア．ナイジェリア，スーダン，チュ
ニジア，ジンバブエ，アルゼンチン，ボリビア．エクアドル，メキシコ．パナマ，パラグアイ，ペルー，ニュージー
ランド。
箪の登録台数が不明な国1ポルトガル，チリ，ペネズエラ。
回答なし1アンドーラ，リヒテンシュタイン，サン・マリノ，パチカン，中国，ペニン，ブルキナ・ファソ、カメ
ルーン，中央アフリカ遵邦，チャド，コンゴ，ガボン，アイポリ・コースト，マリ，モーリシャス，ニジェール，セ
ネガル，トーゴo
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第三者に与える人損または物損について、強制保険または賠償資力法により
付保を義務付けられている1事故当たりの最低額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（米ドル）
　　　　アラスカ
　　　　ネブラスカ
ニューハンプシャー
　　　ノースダコタ
　ロードアイランド
　　　サウスダコタ
パージニア
　　ワイオミング
　　アーカンソー
　　　　コロラド
　　　アイダホ
　　　　イリノイ
　　　　アイオワ
ノースカロライナ
　　　　テキサス
　　　　　ユタ
　　　アラパマ
　　　アリゾナ
　　コネチカット
　　　デラウェア
コロンピア特別区
　　　フ目リダ
　　　ジヨージア
　　　　ハワイ
　　インディアナ
　　　　カンサス
　　ケンタ・ソキー
　　　ルイジアナ
　　　　メイン
　　メリーランド
　　　　ミシガン
　　　　ミネソタ
　　　　ミズーリ
　　　モンタナ
　　　　　ネバダ
　ニューメキシコ
　　　　オレゴン
　　　オクラホマ
　　　　テネシー
　　　パーモント
ワンノトノ
ウエストバージニァ
　　ウイスコンシン
　　　　オハイオ
カリ7オルニア
マサチューセッッ
　　ミシシッピー
ニユージヤージー
　　ニューヨーク
ベノソルペニア
サウスカロライナ
25，OOO
25，O00
25，OOO
25，OOO
25，①OO
25，000
20，000
20，000
15，OOO
15，000
15，OOO
15，OOO
15，OOO
15，OOO
15．000
15，OOO
10，OOO
1O，OOO
10，O00
1O，O00
10，OOO
10，OOO
10，OOO
1O，OOO
lO，OOO
10，OOO
10，OOO
10，000
10，000
lO，000
10，OOO
10，OOO
1O，OOO
10，OOO
10，OOO
lO，000
lO，OOO
10，OOO
1O，OO⑪
lO，OOO
lO，OOO
10，OOO
10，OOO
7，O00
5，OOO
5，OOO
5，OOO
5，O・OO
5，O■00
5，OlOO
5，O■OO
05，O0010．OOO15，O00　　　　　20，OO0　　　　　25，O0030，OOO
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付表一8
　　　　　　　　　　　　　早稲田簡学第365号
ユ人の人に傷害または死亡を生じさせる場合に備え強制保険または賠償資力
法上付保する必要がある1事故当たりの最低額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（米ドル）
　　　　アラスカ
　　　　ミネソタ
　　アーカンソー
　　　　コロラド
コロノヒァ特別区
　　　　　　ハワイ
　　　　　アイダホ
　　　・インディアナ
　　　　　カンサス
　　　ケンタッキー
　　　　　ミズーリ
　　　　　モンタナ
　　　　ネブラスカ
ニューハンプシャー
　　ニューメキシコ
　ノースカロライナ
　　　ノースダコタ
　　　　　オレゴン
　ロードアイランド
　　　サウスダコタ
　　　　　テネシー
　　　　　　ユタ
　　　　パージニア
　　　　ワシントン
　　ウイスコノンノ
　　ワイオミング
　　コネチカット
　　　　イリノイ
　　　　アイオワ
　　　　　メイン
　　メリーランド
マサチューセッッ
　　　　ミシガン
　　　　テキサ．ス
　　　・・一モノト
ウェストパージニア
アリゾナ
カリフォルニア
　　デラウェア
ジヨージア
　　　　　ネバダ
ニユージヤージー
　ペンシルベニァ
サウスカロライナ
　　　　オノ・イオ
フロリダ
　ノレイジアナ
　ミシシッピー
＊ニューヨーク
　　オクラホマ
　　　アラバマ
50，OOO
30，000
25，OOO
25，O00
25，000
25，000
25，OOO
25，000
25，000
25，000
25，000
25，OOO
25，㏄O
25・0gO
25，000
25，000
25，000
25，000
25，OOO
25，OOO
25，OOO
25，O00
25，OOO
25，OOO
25，000
25，000
20，O00
20．000
20，000
20，O00
20，O00
20，000
20，000
20，000
20，O00
20，㏄0
15，O0
15，000
15，000
15，000
15，000
15，000
15，000
15，000
12，500
lO，OOO
lO，OOO
1O，000
10，000
10，OOO ホ白動率專故の繕果死亡した場合の最低
5，000 付保必要額は5万米ドルに等し』・。
O　　10，OO0　20，OOO30． O0　40，OO0　50，OOO6 ，OOO
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　　　　　　　　　　　　　泄界の自動草保険⊥　　　　　　　　　　　　　　199
1事故で2人以上が負傷または死亡する場合に備えて強制保険または賠償資
力法上付保を義務付けられる最低額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（米ドル）
　　　　　　ノ・ワイ
　　　　　アラスカ
　　　　　ミネソタ
　　　ァーカンソー
　　　　　コロラド
　コロンビア特別区
　　　　　アイダホ
　　　インディアナ
　　　　　カンサス
　　　ケンタッキー
　　　　　ミズーリ
　　　　　モンタナ
　　　　ネプラスカ
ニューハンプシャー
　　ニューメキシコ
　ノースカロライナ
ノースダコタ
　　オレゴン
ロードアイラノド
サウスダコタ
　　テネシー
　　　　ユタ
パージニア
　　ワシントン
ウイスコンシン
　ワイオミング
　コネチカット
　　　イリノイ
　　　　アイオワ
　　　　　メイン
　　メリーランド
マサチューセッッ
　　　　ミシガン
　　　　テキサス
　　　パーモント
ウェストバージニァ
　　　　　アリゾナ
　　カリフォルニア
　　　　デラウェア
　　　　ジヨージア
　　　　　　ネバダ
　ーユーンヤーンー
ペンシルペニア
サウスカロライナ
オ・・イオ
フロリダ
　　ルイジアナ
　ミシシッピー
ホニューヨーク
　　オクラホマ
　　　アラパマ
無制限
、 lOO，O00
60，OOO
50，000
50，000
50，000
50，OOO
50，000
50，000
50．0qO
50，O00
50，OOO
50，000
50，OOO
50，000
50，000
50，000
50，OOO
50，OOO
50，OOO
50，O00
50，OOO
50，O00
50，OOO
50，OOO
50，Oo
40，OOO
40，000
40，00⑪
40，OOO
40，00⑪
40，OOO
40，000
40，O00
40，OOO
40，OOO
30，Oo
30，OOO
30，OOO
30，OOO
3臥OOO
30，000
30，OOO
30，0O
25，000
20，O00
2⑪，OOO
20，OOO
20，⑪OO
20，OOO
＊自助章事故の結果死亡した場含の最低
10，O0 付保必要額は10万米ドルに等しい。
0　　　　　　　20．000　　　　40，OO皿60，OO0　80，000　m，⑩OO120，OO
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